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日本海洋工学会の概要

海洋の自然を解き明かし、その本質を損なわないように利用、開発して

ゆく開発工学が対象とする範ちゅうは極めて学際的で広範なものでありま

す。従来は、既存の工学諸分野がそれぞれの専門分野内の海洋工学につい

て学問や技術の進歩を図叺多大の成果を上げてまいりました。

しかし、今後、海洋の調査研究や海洋の利用、開発をさらに実質化し拡

大してゆくには、より深く未知なる環境に踏み込み、より高く、新しい目

標に挑戦してゆくことが必要であり、このためには広範な既存工学分野の

有機的な協力、既存工学分野間にある境界領域の発展、関係の深い先端技

術を取り込むことによる海洋工学の高度化が是非とも必要となります。

そこで、海洋工学と関係の深い７つの学協会が協力して、上記の目的に

沿った活動をするために、「海洋工学連絡会」を１９８８年（昭和６３年）

に設立致しました。以来、海洋工学連絡会では、情報交換、学際的課題の

発掘、共同研究をめざして、それぞれの学協会の活動を紹介する３回の活

動報告会、続いて第１回から第１９回までの海洋工学パネルを開催してま

いりました。

そして、平成１１年４月１日より名称を日本海洋工学会と変更し、学協

会を会員とする連合体学会としての体制を明確にし、それまで以上に海洋

工学分野での情報交換、学際的課題の発掘、共同研究の実現につとめ、第

２０回から第２７回までの海洋工学パネルを開催してまいりました。また、

日本の海洋工学に関係の深い学協会に参加を呼びかけ、さらに充実した構

成にしたいと考えています。皆様方の積極的なご支援をお願いします。



第２８回海洋工学パネル

目次

第２８回海洋工学パネルプログラム

開会挨拶

東南海・南海地震の発生可能性と予想される地震災害

安藤雅孝名古屋大学大学院環境学研究科附属地震火山・防災研究センター

教授

南海トラフ地震発生帯での地震発生・伝播様式解明を目指した掘削計画と海洋底の構造調

査の現状

木下正高海洋科学技術センター深海研究部研究副主幹

東南海・南海地震に対応した調査観測と津波シミュレーションのための基盤情報整備につ

いて

長屋好治海上保安庁海洋'情報部技術・国際課地震調査官

討論１

海洋工学関連会議報告

我が国の地震モニタリングシステム

岡田義光独立行政法人防災科学技術研究所企画部長

地震後に求められる港湾・空港機能と耐震設計

菅野高弘独立行政法人港湾空港技術研究所地盤・構造部構造震動研究室

室長

大規模自然災害に対応する応急・復旧活動のための移動式防災支援拠点の研究

高橋洋二東京商船大学流通情報工学課程教授

討論２

閉会挨拶



第ｚ８回海洋工学パネル

パネルテーマ：海洋性地震の発生と災害の防止

コンセプト

本年は日本海中部地震から２０年目にあたるが、近年、東南海・南海地震がかなりの確

度で発生することが認識され、社会的関心の高まりを見せており、それに備えての防災対

策の重要性、必要性が指摘されている。そこで、当パネルでは、主題に掲げるテーマで、

我が国の海洋における地震と津波を対象として、その予知から災害の防止・低減に関する

技術についての話題を提供し、討議することとした。

午前は､近づいてくる東南海・南海地震の発生可能性や予想される規模等に関する情報、

地震発生メカニズム・地震予知技術の現状、津波シミュレーション等をご紹介頂き、地震

・津波の予知・予測技術を主体とした討議を行う。

午後は、地震監視システム、港湾施設に対する耐震技術、浮体免震の事例等をご紹介頂

き、主に防災技術の現状と課題に関して討議する。

１．束南海・南海地震の発生可能性と予想される地震災害

安藤雅孝名古屋大学大学院環境学研究科附属地震火山・防災研究センター

教授

東海・紀伊半島・四国沖を走る駿河・南海トラフからフィリピン海プレートがもぐり込

む。このもぐり込みに伴い、１００年前後の間隔で巨大地震が繰り返される。東から順に、

東海､東南海､南海地震と震源域が並ぶ｡最近の地震サイクルでは､１９４４年東南海地震､1946

年南海地震が発生したが、東海地震域は未破壊のまま。このため、東海地震はいつ起きて

もおかしくないと言われている。もしかすると、これらの巨大地震は、単独でなく隣どお

し一緒に動くこともありうる。そうなれば、近代大都市圏のごく近くで、巨大地震を迎え

る初めての例となる。予測もできない事態が発生しないとも限らない。今から地震に備え

る必要がある。

２・南海トラフ地鯉発生帯での地震発生・伝播様式解明を目指した掘削計画と海洋底の構

造調査の現状

木下正高海洋科学技術センター深海研究部研究副主幹

南海トラフ下のプレート沈み込み境界では、Ｍ８クラスの巨大地震が１００年程度の周期

で繰り返し発生している。巨大地震の発生・伝播の機構を正確に知ることにより、地震や

津波の発生を予測することができる。そのためには、まず断層を含む地下構造を調査する

ことが必要である。その上で、海面下約１０kｍの震源域までの掘削を行って、その直接観

察を行うとともに、歪みの時空分布を知るために海底．孔内に多数観測機器を設置して歪

み／地震／温度／圧力／電磁場／化学成分等を正確に測定する。これまでに得られたデー

タの紹介と、掘削や航海計画についての概要説明を行う。

３．束南海・南海地震に対応した調査観測と津波シミュレーションのための基盤情報整備

について

長屋好治海上保安庁海洋情報部技術・国際課地震調査官

想定される東南海・南海地震の震源域の大部分は海域に位置することから地殻活動の監
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視は、陸上とは異なる観測技術を用い、厳しい観測環境の中で実施しなければならない。

海上保安庁では、震源域における地震調査研究の推進を図るために、海底地形、浅部地殻

構造、地磁気・重力に関する基盤的な情報を整備し、提供している。また、海水と電磁波

が遮っている海底において、従来は極めて困難であったＧＰＳ－音響結合方式による海底

地殻変動観測システムを開発し、観測網を震源域に展開しつつある。

一方、東南海・南海地震では津波が太平洋岸を襲い、大きな被害が予測されている。こ

の被害の軽減を図るために、地方自治体等において津波のハザードマップの整備が進めら

れている。これに対応するために海岸近傍から南海トラフにかけての広い海域において、

航空機レーザー測量やマルチビーム音響測深を行うとともに、既存のデータについてもデ

ジタル化やグリッド化して、使いやすい形での海底地形データの提供を行っている。

討論１

海洋工学関連会議報告

４．我が国の地震モニタリングシステム

岡田義光独立行政法人防災科学技術研究所企画部長

阪神・淡路大震災を契機として、我が国の地震に関するモニタリングシステムは大きな

発展を遂げた。新しく発足した地震調査研究推進本部の策定した「基盤的調査観測計画」

に基づいて、全国を覆う１０００点規模の均質な地震および地殻変動の観測網整備が計画さ

れ、ほぼ完成した。これらのデータは取得後直ちに一般への公開がなされ、また気象庁に

よる常時監視に役立てられている。

一方、同本部では平成１６年度までに全国を概観した地震動予測地図を作成し、これに

基づいて「重点的調査観測計画」を策定することとしている。パイロット的に宮城県沖と

松本市付近が重点地域に選ばれ、また東南海・南海地震に対する観測強化が予定されてい

る。

５．地震後に求められる港湾・空港機能と耐震設計

菅野高弘独立行政法人港湾空港技術研究所地盤・構造部構造震動研究室

室長

地震時・地震後に求められる港湾・空港機能として、救援・復旧活動支援のためのアク

セス手段の確保が挙げられる。耐震性向上とコスト縮減を同時に満たすための、施設整備

計画（ソフト面の取り組み）から新しい耐震設計（ハード面の取り組み）の考え方を説明

する。実例として、大地震直後に海運業者専用コンテナターミナルが公共ターミナルとな

る協力体制や、コンテナ専用岸壁（国士交通省の基準に準拠して建設）コンテナクレーン

（厚生労働省の基準に準拠して製作）の耐震'性向上に関する免震コンテナクレーンの開発

・設置・効果について説明する。また、ソフトとハード面の連携プレイによる羽田空港に

おける液状化対策なども紹介する。

６．大規模自然災害に対応する応急・復旧活動のための移動式防災支援拠点の研究

高橋洋二東京商船大学流通情報工学課程教授

平成７年１月１７日、阪神・淡路大地震が壊滅的な被害を与え、大都市の防災対策の重

要性を改めて問うことになった。特に道路・港湾・鉄道・ライフラインなどのインフラ構
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造物がことごとく損傷し、被災地区に対する救援活動に大きな阻害要因となっただけでな

く、都市の復旧・復興活動を遅延せざるを得なかった。今後、自然災害に対するインフラ

の強度や安全性を強化することも必要であるが、自然災害に柔軟に対処できる施設として

浮体式構造物が有効と考えられる。浮体式構造物は地震や台風時に、他地域から曳航し応

急・復旧活動の拠点としての機能を発揮できる施設として構想された。本研究は移動式防

災拠点の機能・構造・形態などについて緒元を定めるとともに、東京・名古屋・大阪で建

設された拠点そのものを紹介する。

討論 ２
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会 挨拶開

日本海洋工学会

会長寺本俊彦

おはようございます。日本海洋工学会会長の寺本でございます。

今回の海洋工学パネルは、ご存じの通り「海洋性地震の発生と災害の防止」

をテーマとし、特に東南海地震と南海地震に焦点を当てて企画されました。そ

の中身では、地震の予知、災害のシミュレーションに－つの柱を立てました。

それから、地震のモニタリングとそれに関わる観測調査をもう一つの柱としま

した。さらに災害の復旧と支援並びに防災を三番目の柱としました。

ところで、たまたま－月ほど前にマグニチュード７．１のかなり大きな宮城県

沖地震が起きました。その一月後のおとといと今朝、宮城県北部で地震があり

ました。これらを今の段階で予測することはできませんでした。しかし、南海

地震並びに東南海地震がさほど遠くない将来起こるであろうと推測がなされて

います。それを踏まえて今回のパネル開催になりました。

いずれにしましても、今日のいろいろな発表が将来の予知や防災につながっ

ていけば大変ありがたいことであると思います。

１７０３年の元禄地震、１８５５年の安政の地震、１９２３年の関東大地震がおよそ百

数十年おきに東京で起こっています。朝日新聞によると、これらを東京大学地

震研究所の都司嘉宣助教授と建設コンサルタントの中村さん、鹿島建設の武村

雅之さんの三人が解析しました。その結果として、日比谷、丸の内、隅田川の

東海岸等の入り江や湿地において大変な激震があったということが分かってき

ました。今回のパネルで取り扱う地震とこれら関東の地震との間に似たような

特性があるかもしれません。何れに致しましても、今回のパネルが具体的、実

際的な面で役に立てば大変ありがたいことだと思います。

最後に、将来こういうことについてパネルを持とうというテーマの提案がパ

ネル参加者の声として出てきてもいいと思います。どうぞよろしくお願いしま

す。

これをもって私のご挨拶とさせて頂きます。

－７－



東南海・南海地震を迎えるにあたって

名古屋大学環境学研究科地震火山・防災研究センター・安藤雅孝
）（ ando@seis・nagoya-uac・ｊｐ

プレートテクトニクスと地震空白域
海洋`性プレートの沈み込みは環太平洋に集中する．インド周辺，地中海，カリブ海などにもプ
レート沈み込みは見られるがやや小規模なものである．１９６０年代に提唱されたプレートテクトニ
クスには，すでに沈み込み帯での地震のメカニズムが組み込まれていた．
海洋性プレートと陸側のプレートは図ｌのように固着面で強く接触している．この接触面を通
して剪断応力が働く．海洋プレートの沈み込むと共に，陸側のプレート引きずり込まれ，曲げら
れ，応力は増す．そして破壊面の強度を超えると，破壊（地震）が起こる．沈み込み帯に起きた
地震の位置を地図上に描くと，地震の起きていないところを埋めるように，次の地震が発生して
いるのがわかる．この種の考えは古くからあったが，２つのプレートの相対運動から説明したの
は１９７０年前後からである．

南海トラフの巨大地震
“東海地震”を理解するために，まず南海トラフの巨大地震の歴史を調べてみよう．図２は古

文書を基にしてつくられた地震の歴史である．一番古い地震が６８４年白鳳に起きた．その後，繰
り返し９回も発生したことが知られている．これだけ数多く地震が繰り返されたことが，歴史に
残された例は他にない．南海トラフの地震の起こり方の特徴は下記のようにまとめられる．
１）発生間隔は１００年前後．
２）南海トラフ全域に，短時間内（３年以内）に発生する．
３）東（東海）にまず発生，そして次に西（南海）に発生する．
４）冬季に発生することが多い．
もつとも，上記の“規則性”が崩れる例もあるようだ．１６０５年の地震以前では，地震の間隔は

２００年程度と長い．また－つのサイクルで，200年程度と長い．また－つのサイクルで，
全域に地震が起きたか定かでない例が４例
もある．さらに，昭和の地震では駿河湾を未
破壊のままに残したまま６０年も経過した．
しかし，１６０５年以前では，地震の間隔が長
くなるのは，たぶん，古文書に残されなかっ
たか，記録を残したものその古文書が見つか
っていないと考えてよいだろう．1498年明和
の南海地震に関しては，考古遺跡の発掘から
その存在が明らかにされつつある．考古遺跡
の発掘調査から，未発見の巨大地震を思わせ
る噴砂現象が見つかっており，たぶん地震は
しだいに数を増して，長い間隔の部分を埋め
て行くものと思われる．

図１海洋プレートの沈み込み接触面の性質（固帛

域、遷移域、安定すべり域)。地震の際に滑る部分ズ

固着域である。

東海地震
茂木（1970）は，プレートテクトニクスの用語こそ用いなかったが，同じような考えから，地

震空白域が東海地方にあることを示した．その後，石橋（1980)は，地震空白域が駿河湾と限定し
た．図２のように，宝永地震，安政地震では，南海トラフ全域に地震が起きたが，昭和の地震で
は，駿河湾の周辺は未破壊域として残った．駿河湾周地域は地震空白域として注目を集め，次
に起こる地震に“東海地震”との名前が付けられた．
図２の南海トラフの歴史を見ると，“東海地震”のような地震が，単独で起きた例はない．もし
も，“東海地震，，が起きるとすれば，－サイクルの中で，６０年も間隔をおいて，地震が起きる歴
史上初めての例となる．ただし，かつて“東海地震，’はなかったから，今後もないだろうとは言
えない．１０００年程度で地震発生のパターンがすべて現れたとは断定できない．しかも，図２に，
過去の南海トラフの地震がすべて復元されたとも限らない．たとえば，１４９８年明応の地震のよう
な巨大地震ですら，地震発生を証明する古文書が見つかっていない．それより小さな“東海地震，，
クラスが，図２から漏れていたとしても不`思議ではない．したがって，“東海地震,，説を過去に例
がないといって排除することはできない．
“東海地震，，発生に向けて，１９７８年に大規模地震特別対策措置法（大震法）が制定された．地

震が予知された際の対応に重点を置いた法律であった．地震予知の研究のレベルをはるかに超え
た法律の内容であった．このことが，その後の観測や防災計画に大きく影響した．２００１年に“東
海地震,,の震源域が見直され，それに伴い地震対策強化地域も見直され，かつ，２００３年春には東
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取られるようにな
よう．地震予知が
直前地震予知を基
本とした防災対策
を立てるのは厳に
戒めるべきである．
各自治体の地震防
災対策パンフレッ
トには，まず警戒
宣言について事細
かに，それから防
災対策や地震後の
応急対策などが述
べられているが，
重点の置き方が逆
ではないだろうか．

海地震大綱が定められ，“東海地震”が予知されないこともありうるとの対応が
った．科学の現状と社会の変化を認めた上での，より現実的な防災対策といえ
災害軽減に役立つならば，それをできる限り生かすのは当然である．ただし，

図２南海トラフ巨大

地震の歴史

“東海地震,，後一束南海・南海地震
そこで，仮に“東海地震”が起きたとしたら，を考えてみたい．長い間懸念されていた地震空
白域が埋まったのだから，－件落着となるだろうか．私はそう,思えない．‘`東海地震'１発生後は，
東南海地震に波及する可能性が高くなるのではないか．東海・東南海・南海地震の震源域の間に
は，断層の破壊が進むのを妨げるバリアがあるらしい．しかし，，東海地震”と東南海地震では同
時に地震が発生しているケースがほとんどで，両震源域の間にあるバリアはそれほど強固ではな
いはずである．そのうえ前回の地震からすでに６０年も経過しているから，東海地震が先に起きた
場合，断層の破壊はこのバリアを簡単に乗り越えて東南海地震にも広がる可能性が高いと考える
べきではないか．
さらに，地震間隔の'１１１題もある．前に起きた地震の規模から次の地震が発生するまでの間隔を

求める手法として「１１寺間予測モデル」がある．地震によって解放された陸側プレートの応力が地
震発生直前のレベルに戻るためには，解放された量に比例した回復時間が必要となる．時間予測
モデルはこの考え方に基づいており，次の地震までのおよその間隔が推定できる．東南海地震の
場合，１９４４年と１８５４年とでは震源域の大きさが違うため，単純には比較できないが，津波の大
きさから，安政地震の万が１．５倍程度大きい可能'性がある．安政の南海地震は古文書や地質の調
査によって比較的詳しい震度分布が推定されている．その前の安政地震より震度レベル１つ分小
さかった（図３）．１９４６年南地震で震度５だった場所は，１８５４年安政地震では震度６となって
いる．また，南海地震では体で感じる余震が極端に少なく，津波の高さや規模も安政に比べ小さ
かった．

１９４６年１２月２１ｕにＭ８．０の南海地震，その２年前１９４４年１２月７日Ｍ７・９の東南海地震が起
きた．南海地震の際には，激しい揺れと共に，津波が四国と和歌山県の各地を襲い死者１４３３人に
達した．この地震の際には，室戸半島は隆起し高知市は沈降した．東南海地震の際には，津波
による被害が大きく死者１２５１名に達した．この地震は，太平洋戦争の真っただ中に起こり，軍需
工場の多かった東海地域は大打撃を受けた．しかし，これらの地震は巨大地震の仲間の中では，
小粒であった．したがって，次の地震の被害予測には，昭和の地震をより，規模はさらに大きな
ものを考える必要があろう．

南海トラフ巨大地震の多様性
過去の地震を観ると，地震毎に被害の様相はいろいろ異なるようである．原因としては，地震

毎に壊れるアスペリティの組み合わせが異なるからといわれている．アスペリィティとは，断層
面のうちがっちり固着している部分で，地震時にはここから強震動を発生させる．
南海トラフの歴史地震の強震動の被害データを用いて，それぞれの地震のアスペリティが武村
らによる優れた研究がある．それによると，アスペリティの位置は，似ているようだが違いも大
きい．１７０７年宝永地震による大阪市内の震度は７とも言われている．1854年安政地震，１９４６年
南海地震の断層破壊モデルからはこのような震度が現れるのは予測できない．つまり，同じよ
うな断層が同じように活動した地震とは考えにくいかのである．
多様』性といえば，こんな奇妙な地震も起きている．地面はほとんど揺れないのに，突然津波が

襲う地震があるようだ．揺れないために，津波への警戒はできない．こんな津波が襲ったら逃げ
ようがないだろう．じつは，このような地震が実際に起きたことが知られている．１６０５年慶長
地震は奇妙な地震であった．津波の被害が，四国，紀伊半島肛東海ｿ房州までおよんだことが記
録されている．しかし，揺れによる被害が残されていない．たまたま残されなかったとは解釈し
にくい．ゆっくりとすべる「津波地震」の可能`性がある．断層がゆっくりすべると，身体で感じ
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るような地震波はほとんど放出しない．一方，１０分程度のゆっくりしたすべりならば，巨大地
震では，速いすべりの地震と同じような大きな波を作り出す．これが，津波地震と呼ばれるもの
だ．

津波地震はそれほど珍しいものではない．１８９６年３月３日夜半，三陸海岸で小さなゆれが感じ
られた．その４０分後に，各地に大津波が襲った．高さは２０ｍにも達したところもあった．人口
3700人の岩手県田老町では家屋は根こそぎ津波で持ち去られ，死者は１４００名に達した．岩手県
を中心に津波による死者は３万人に達した．津波地震はこのほか，１９９２年中米ニカラグア地震，
1996年インドネシア地震など多く，すべて沈み込み帯の地震であることが特徴である．南海トラ
フには，このような地震が起きる可能性があることにも注意すべきである．
上記のように，南海トラフでは，似たような性質を持ちながら一つ一つ個性のある地震を発生
させ，かつとんでもなく違う地震も時に発生させることに注意すべきであろう．たぶん､地震断

'地震であることが特徴である．南海トラ
注意すべきである．
ちながら一つ一つ個性のある地震を発生
に注意すべきであろう．たぶん，地震断
層に共通する性質と考える．防災対策を
考える際には，地震の性質の多様性に注
意しなければならない

内陸地震との関連
南海トラフの巨大地震の起こる前に，

内陸部の地震活動が増える現象は古く
から知られている．南海トラフの巨大地
震は，広域に地殻応力を変えるはずであ
る．地震発生直前の状態になっていた断
層の応力を下げる，または上げることが
あるだろう．内陸地震の発生を遅らせた
り促進したりする可能性がある．近畿地
方では，巨大地震発生前数十年以内に，
内陸地震が発生することが知られてい
る．１９４６年南海地震の前には，１９２７年
北丹後地震，ｌ９４３但馬地震，1943年鳥
取地震などが相次いだ．このように，巨
大地震に伴いその前後に内陸地震の発
生も高まる．たとえば，東南海地震発生
１月後，１９４５年１月１３日に三河地震が
発生した．この地震による死者は２，５００
人を超えた.地震は深さ１５ｋｍの浅い地
震である．したがって，東南海地震の断
層面上で起きたものでなく，応力の変化
により誘発された広義の余震と考えら
れる．似たような例は，安政東海地震の
１年後遠州灘でＭ７クラスの地震，安政
南海地震の１月後にはＭ７クラスの地震
が洲崎市付近に起きている．巨大地震直
後にこのような浅い大地震が発生する
ことにも注意すべきである．

｡
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図３１７０７年宝永地震，1854年安政地震，1944年・’946年

昭和の地震の震度分布定されているため，過去に起きた南海
地震の場合は比較しやすい．

おわりに

１９４４年，1946年にはなかった構造物が，その後，各地に数多く作られた．港に横付けされたタ
ンカーや岸壁のすぐ近くに作られた石油タンク，都市の高層建築物，大型構造物や都市域の危険
物など，その例は枚挙にいとまがない．最近50～６０年の間に都市は大きく変貌し，危険物が増え
た．日本の近代大都市は、巨大地震を間近で迎えたことは一度もない．次の南海トラフ巨大地震
を迎えるにあたって，何が起こるか想像をたくましくして考え，対策をとる必要がある．
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南海トラフ地震発生帯での地震発生・伝播様式解明を目指した
掘削計画と海洋底の構造調査の現状

木下正高

海洋科学技術センター深海研究部

1.はじめに

現在の地球表面の現象を最も包括的に，単純に理解するための枠組みとして、プレートテクトニク
スがある．地球表面を十数枚の厚さ約100kｍのプレート(球殻)で覆い、その内部では変形せずに境
界で相互作用を起こして様々な地学現象を引き起こすという理論である．この境界には以下の３種類
がある：

海嶺：発散型境界（正断層系）

下からのマグマの供給による、海洋地殻の形成

海溝：収束型境界(逆断層系）
プレート沈み込みによる巨大地震の発生、島弧火山の形成

トランスフォーム断層：すれ違い型境界（水平横ずれ断層系）

海洋プレートが大陸プレート、または海洋プレートに「衝突」するとどうなるか。プレートは冷た
いほうが重いため、また大陸地殻のほうが軽いため、一方が他方の下にもぐりこむ。もぐりこんだプ
レート（これをスラブと呼ぶ）は、もぐりこむ前のプレートを引きずり込む役割を果たす。これを「ス
ラププル」と呼び、プレート運動の原動力として最大のものと考えられている。プレートが沈み込む

場を「沈み込み帯」と呼ぶ．

沈み込み帯では圧縮場に支配される，様々な現象が観測される．海溝軸から陸側にかけての付加作

用・侵食作用、陸側堆積物の圧縮による間隙水の絞り出し、巨大地震の発生とそれに伴う大陸地殻の

隆起、島弧の形成と火山活動、背弧海盆の形成と発達、などである。これらの作用により、海洋地殻

の一部や大陸からの堆積物、また大陸深部地殻が大陸側にリサイクルされるという現象が起きる．

南海トラフでは，フィリピン海プレートが本州の下に沈み込んでいる（年間約４ｃｍ)．沈みこむプ

レート（四国海盆）は形成後1500-2500万年経て，海洋地殻の上に遠洋性堆積物を載せている．沈

み込みが始まるトラフ底には，富士川や天竜川などから乱泥流（ターピダイト）として運ばれる陸源

堆積物が存在する．これらの堆積物は一部は海洋地殻と共に沈み込むが，多くは陸側ブロックに付加

する．

南海トラフでは，プレート境界にあたる逆断層沿いに，マグニチュードが８を超える巨大地震が約

100年間隔で発生している.歴史に残るこれらの地震は，日本人に多大なる被害を与えつづけている．

しかし､巨大な地震が規則的に発生することは科学的には非常にいいフィールドを与えることにもな

る．このような場所で地震発生・伝播断層の正体と挙動，地震準備過程の解明を行うために，２００３

年１０月に開始される統合国際深海掘削計画（IＯＤＰ）による，南海トラフ掘削を実施する．併せて，

海底・陸上での調査および長期モニタリングを実施する．小論では，地震発生帯についてこれまでに

分かっていることを簡単に述べた上で，これらの計画を紹介する．

２地震発生帯調査の目的と意義

地震発生断層とは，地震波を発生する能力を持つ断層を指す．我々は，様々な調査によりその断層

の場所と地震発生の「性能｣，そしてその中で実際にどこがどのように滑るのか，をできるだけ詳細

に調べたい１９４４年の東南海地震では，熊野灘全域が最大約３ｍ滑ったという推定結果が得られて

いる（KilKuchietal.,inpress；図１）．一方１９４４年の地震に伴って発生した津波の記録からも，ほ

ぼ同じ場所で同じ量のすべりがあったことが推定された（TaniokaandSatalKe,2001)．
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巨大地震が発生するためには，断層（地震発生断層）が普段は固着(ロック)しており，いざ滑る時
は大きな面積が大きなすべり量で，速く動くことが必要であろう．南海トラフでは，基本的に普段の
断層の固着度は100％に近いといわれている．断層がどのような条件で滑るのか，つまりいつ地震が

起きるのか，を知るためには，プレートの沈み込みに伴う歪みの時空分布，およびプレート境界周辺

の物質の破壊強度，の両方が分かっていなくてはならないプレート境界の断層のうち，実際に固着

していて地震時に滑る場所を決める要因を明らかにした上で，特にその上限（UpdipLimit）を決定
することは，特に掘削地点を決める上では重要である．上限を決める要因としては温度が重要な要因

となるといわれており（HyndmanetaL,1995)，従って温度構造を正確に推定することが重要な要
件となる（図２）．

地震時に滑る断層として，プレート境界以外に，そこから分岐する断層（分岐断層，または順序外

断層）の存在が提案されている．地震探査による構造断面では確認されているこのような断層が，実
際に活動しているのか，またその様式についても明らかにすることが必要である．

さらに，実際に地震が起きる際のトリガーとして，断層付近の間隙水の存在が重要視されている．

間隙水および間隙圧の挙動を明らかにすることも,地震発生機構を調査する上での重要な要素である．
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図１．東南海地震の想

定海域における，IODＰ

掘削候補地点とマル

チチャンネル音波探

査側線．Kikuchiほか
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図２．Hyndlnanetal．（1995)によ

る，プレート境界に沿って推定され

た温度構造．150℃から350℃の範

囲が，１９４４年東南海地震および
1946年南海地震の破壊域（楕円）
とよく一致していることが分かる．仏仏
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３．熊野沖地震発生帯の概要

図３に,熊野沖にてＪＡＭＳTECで実施されたマルチチャンネル音波探査の結果を示す(Parketa1.,

2002に基づく）．図にはIＯＤＰに申請中の掘削地点も記されている．
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図３.ParketaL(2002）による,熊野沖南海トラフ付加体斜面の音波探査構造.測線の位置は図１のIjne5である．

海洋地殻（Oceaniccrust）とその上部の付加プリズム（AccretionaryPrism）を隔てるプレート境界断層のうち，距
離約30-40kｍより下（図の左側）が，普段は固着していて巨大地震を発生する断層だと考えられる．一方距離50kｍ

付近から海底に向かって分岐する断層（SplayFault）が見られる．図の上部の矢印は，陸上での観測記録から推定さ

れた，１９４４年の東南海地震時の地震，または津波を発生した源となる断層面上の滑りが生じた範囲を示す．縦の線
は，ＩＯＤＰに申請している掘削地点（仮）である．

35゜

距離０kｍが,四国海盆(図の右側)のプレート

が沈み込みを開始する地点である．開始直前の

表層堆積物は，富士川や天竜川から運ばれた陸

源の堆積物が乱泥流（ターピダイト）として堆

積したものである．距離Ｏ～301Kｍまでが前弧

斜面で，ターピダイト等の堆積物が沈み込めず

に圧縮されて陸側に付加するという，付加体の

形成される最前線である．この付加体前縁部は

いくつかの逆断層により区切られていること

が分かる．海洋地殻（Oceamccrust）とその

上部の付加プリズム（AccretionaryPrism）を
隔てるプレート境界断層のうち，距離約

30-401Kｍより下（図の左側）が，普段は固着

していて巨大地震を発生する断層だと考えら

れる．一方距離５０kｍ付近から海底に向かって

分岐する断層（SplayFault）が見られる．分
岐断層は，付加体ではＯＯＳＴ

（Out-OfLSequenceThrust；順序外断層）と
も呼ばれる．これは,付加体前縁部の逆断層(非

地震的な断層である）とは別の応力場に支配さ

れた，プレート境界まで一気に達している断層
を指す．

KikuchietaL(inpress)は，１９４４年の東南
海地震時の強震動記録を基に，プレート境界断
層に沿った滑り量を推定した（図１）．地震は

図１の★印から始まり，その後北東に破壊が伝

播して最大で３ｍを超える食い違いを生じた

としている．一方TklniolKaandSatake(2001）

では，１９４４年地震時の津波記録を基に，同様

のすべり量を推定した（図４）．Kikuchi他によ

る滑り分布とよい一致をしていることが分か

34.
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図４．TblniokaandSatake(2000)による，津波インバー

ジョンにより決定された断層面上の滑り量分布（四角の
メッシュ)．KikuchietaL(inpress)による強震動インバ
ージョンの結果とよく一致している．○は尾鼻ほか
（2003）による，海底地震計で得られた微小地震分布．
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る．このことは，両方の推定が共に信頼できることを示すとともに，１９４４年の東南海地震では，津
波は地震と共に起こったことが分かる．東南海地震には，津波地震と呼ばれる，地震を伴わないもの
が存在したと考えられるので，このような見解が得られたことは貴重である．

なお図３の上部の矢印は，陸上での観測記録から推定された，1944年の東南海地震時の地震，ま
たは津波を発生した源となる断層面上の滑りが生じた範囲を示す.実際にはプレート境界断層と分岐
断層のどちらが滑ったのか，あるいは両方滑ったのかは，数値計算からは分離できない

図４には，尾鼻ほか（2003）による，海底地震計で得られた微小地震分布が示されている．地震
発生帯周辺では全く地震が起こっていないことが判明しつつある．プレート境界は，非地震時には
100％固着（ロック）していることを支持する．

分岐断層（ＯOST）や付加体前縁部のスラストの活動様式は，表層の堆積物の状況などから推定で
きる．倉本（2002）は，室戸沖の地震探査断面記録から，ＯＯＳＴ付近を境として，陸側では付加体
が弾性的に，海側では延性的に振舞っていると考えた．

分岐断層（ＯOST）や付加体前縁スラストが活動的であれば，断層によるずれが海底面に達すると

考えられる．そのような場合は，表層堆積物を切って不連続面が存在することや，海底地形の凹凸に
より判定できる．最近，ＪＡＭＳTECの潜水船「しんかい6500」や「かいこう」による調査が精力的

に行われており，断層が海底に顔を出している場所で，断層に沿って間隙水が湧出していると思われ

る証拠が発見されつつある．芦ほか（2002）は，熊野沖付加体前縁部にある３つの主要な断層崖(水

深2500ｍから4000ｍ)での「しんかい6500」による潜航調査の結果，断層崖の基部から中腹にかけ
て化学合成生物群集を発見した（図５）．これは断層に沿って湧出する流体の存在を示唆するもので

あり，海溝軸付近で大量の海水を含んだ堆積物が，付加体の発達と共に岩石化してゆく過程で流体が

生産されていることを示す（芦，2003)．

霧溌

lにHP杣

必Ｍ１，

蝿iiiil鬘1１

鰯
図５．（左）南海トラフ付加体の活断層分布および冷湧水サイト分布（芦ほか，2002)．（右)芦ほか(2002)により，左

図のＡ地点にて発見された，熊野沖断層崖テラスに分布する貝殻片．

４．１ODP掘削提案の概要

巨大地震がどのようにして起こるのかを，科学的に明らかにするために，地球科学的な総合観測を
実施する．その中の目玉がIODPによる掘削である．著者らは，ＩＯＤＰに対して掘削提案を提出して

おり，2003年現在，その審査および改訂作業が行われている．
図３に記入されているように，地震発生断層，および分岐断層を貫いて掘削を行い，岩石の採取を

行うと共に，孔内計測や長期モニタリングによって内部状態とその時間変動を測定する．同時に海底

面での観測等も行う．このように掘削地点（距離25-30kｍ）を選択したのは，地震発生領域(図３上

部の矢印の範囲内；距離201Kｍより深部)の中で，掘削が可能である場所，という条件を満たすから

である．現在JAMSTECにて建造中のライザー掘削船「ちきゅう」（図６）は，現段階では，掘削可

能な水深は最大2500ｍ，ドリルパイプ長が最大10,000ｍである．
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図６．ライザー掘削船「ちきゅう」（海洋

科学技術センター提供)．

掘削深度が最大5-61Kｍ(図７；詳細は今後検討される)，あるいはそれを超えるため，掘削は段階的
に実施する．ＩODPではこのようなプロジェクトをＣＤＰ(ComplexDrmingPrOject)として提案する
ことになる．南海ＣＤＰでは，プロジェクト全体を記述する提案（UmbrenaProposal）があり，そ

の下に段階的な具体的な掘削提案を提出している．現時点では，ＰｈａｓｅｌおよびPhase2提案までが
提出されている．以下その概要を説明する．

４－ＬＵｍｂｒｅｍａ：南海トラフ地震発生帯実

験複合掘削提案

提案者：HaroldTbbin(NewMexicoTbch，

USA)，木村学（東京大学)，NanTroSmZEワ
ーキンググループ２４名

この提案では，南海地震発生帯の挙動解明の

ために，以下の４仮説を提唱し，これを検証す

ることを目指す：

Temperature－＞

】【

鱒
、
０

NＴ２

４

二
］
Ｑ
の
Ｄ
へ
。
」
．
の
の
①
』
Ｑ
‐
－
－
－
－
１
▼

１
１

Ｆ
Ｌ

（１）系統的・順次的な物質・状態変化が、地

震発生断層でのすべりを支配する

地震発生断層の上限を決める要因を明ら

かにする．温度に支配された続成作用，および

有効応力の増加により，断層面での不安定滑り

が発生するという仮説である．
《ＯＯｔＣ

（２）沈み込み帯の巨大断層は弱い；比較的小

さいせん断応力ですべりが生じる

断層が弱線である要因としては,断層面内に弱

い物質があること，断層面内の間隙圧が高いこと，

が挙げられる．掘削によりこれらが証明されると考

える．

図７．南海CDP掘削における掘削予定深度と温度の

概念図．

（３）地震発生帯では、プレート運動によるずれ(歪)は主に地震活動による摩擦すべりによって解消
される

南海トラフ付加体では，非地震時には断層面は完全に固着(ロック)していることが，ＧＰＳ観測等
により示唆されている．断層岩の採取により，過去の滑りの様式が判明するであろうし，歪等のモニ
タリングにより歪蓄積過程が明らかになると期待される．
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（４）断層帯での物性・化学組成・状態は地震発生サイクルを通じて時間と共に系統的に変動する
孔内長期モニタリングにより，間隙圧・応力・温度・間隙水組成・地震波速度・透水率・固結度

等の時間変化を捉えることを目的とする．地震の前兆，一時的なクリープ，間隙水の役割，等が観測
できる可能性がある．

（５）分岐断層（OOST）は巨大地震時に津波を発生させ得る断層として活動する
分岐断層は，プレート境界断層と共に，プレート運動の歪解消の場となり得ることを検証する．

４－２．Phasel

提案名：NanDPoSEIZEリファレンス掘削：地震発生帯への入力物質の採取と計測
提案者：MicllaelUnderwood(UniMMissouri,USA)，芦寿一郎（東京大学）ほか１０名

この提案では，地震発生帯を構成する物質が何であり，どのような状態であるのかを，沈み込む前
の場所の掘削により明らかにしようというものである．海洋地殻が浅くなっている場所（将来の固着

城の可能性あり）とそうでない場所で，岩相，堆積物の変形，水理学的特性，温度/圧力・応力等の
状態変数，鉱物/間隙水組成・変質の程度・粒子構造・歪速度・微小地震活動などの現場特性，がど
う異なるかを調べる．

これらの目的のために，図１に示すように変形前と直後の場所に掘削を行い，海洋地殻の基盤岩を
100-200ｍ程度掘削する．

４－３．Phase2

提案名：巨大分岐断層の力学的・水理学的状態：地震発生断層活動と津波発生に関する考察

提案者：木下（JASMIEC)，KevinBrown(ScrippsInst・ocean.,USA),DennanSaffbr(ＵｎｉｖＢ
ＷＷｍｍｇ,USA),PierreHenry(CNRS,France)，ほか１８名

この提案では，プレート境界断層から分岐した巨大断層への掘削と孔内計測を実施し，分岐断層の

挙動と性質を明らかにすることを目的とする．このために，１１Kｍ､２ｋｍ，3.51Kｍと深さを変えて掘

削する．また分岐断層の過去の活動度を検証するために，断層陸側の熊野海盆で掘削を行い，堆積物

の層序学的検証を行う．これは次のPhaseで計画される，プレート境界断層への掘削の事前調査と

しての役割も担う．

Pllase2での作業仮説は，基本的にはUmbrena提案と同じであるが，分岐断層の解明に特化して

以下のように記述されている：

（１）プレート境界からの分岐断層はプレート境界でのすべりの重要な部分を占め、地震時にすべり

を生じている

（２）分岐断層とデコルマは弱線であり、周囲よりも低いせん断応力ですべる

（３）キーとなる物理化学的環境要因は、温度圧力条件と共に変化し、分岐断層に沿ったすべりは、

深くなるにつれて断続的になり、摩擦的に徐々に不安定度を増す

（４）分岐断層は水理学的に地震発生断層に深部で接続されており、それにより機械的・化学的な状
態が影響を受ける

（５）物性・化学特性・断層状態は、地震サイクルと共に時間変動する

－１６－



５．今後の観測・技術開発計画

前章にように，ＩＯＤＰによる掘削計画は提出されているが，掘削に必要なデータ，あるいは地震発
生機構解明のために必要な，掘削以外のデータを，今後早急に取得していく必要がある．掘削を含ん
だ総合観測ネットワークの概念図を図８に示す（平，２００２を改変)．
図５には，海底活断層の分布が示されているが，実際の活動度を知るためには，海底付近を曳航し

てマッピング(地形・地質等)を実施する必要がある．深さ方向の分解能としては１０ｃｍを目標とした
い．また水平方向の精度は，曳航体の位置決めの精度に規制される．音響測位システムをＧＰＳと併
用したシステムの開発の推進が極めて重要である．さらに海底ケーブルの併用による精度の向上も必
要となるであろう．
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図８．地震発生帯の挙動解明のための，長期海底観測ネットワークの概念図．

ＩＯＤＰでの掘削にあたっては,図３に示したような反射法による地下構造探査を３次元的に行って

おくことが要求される．前章に述べた掘削の科学目的を達成するためにも，３次元的な断層分布を知
っておくことは必須である．多大な費用を要する観測ではあるが，それにより効率的な掘削を行うこ
とにもつながるため，できるだけ速い時期に実施したい．現在JAMSTECの地球深部探査センター
（CDEX）にて，高密度２次元地震探査は既に行われている．

この他，温度構造の推定のための熱流量測定，地下の流体分布やその移動の様式を推定するための
海底電位・磁場観測，湧水域での温度・化学成分等の長期モニタリングなどが実施，または計画され
ている．

南海ＣＤＰでは,掘削による試料採取だけでなく，掘削後の孔内での検層,および長期観測を行う．
このためには，掘削時から周到な計画を練っておくことが大切で，ウエルヘッドと呼ばれる孔口装置
や，孔の崩壊を防ぐケーシングなど，計測に適した設計にする必要がある．

我々が目標とするのは，分岐断層やプレート境界断層をはさんだ観測である．そのような場所にセ
ンサーを設置するためには，高温・高圧で働くセンサーやインフラを開発する必要がある．さらに，
限られた掘削孔を最大限に活用するために,モデル計算等によるセンサーの最適配置をシミュレート
することも重要である．図９に孔内センサーの概念を示す．測定すべきパラメータ等は以下の通りで
ある：
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●地殻変動（歪，傾斜：応力）

●地震学的パラメータ（広帯域地震計，
地震波速度構造）

●水理学的パラメータ（間隙圧・温度・

間隙率・透水率，流体移動）

●化学的パラメータ（採水・現場測定
等）

DataIogger,baOteries
etc．

PackerInfIatl

pump

ｏｎ

～

ｃｈｅｍＩｃｎｅｍＩｃａＩ

ａｎａＩｖｓｅｒ

CabIe
junctIonbox

限られた予算と時間の中で効率的に

プログラムを進めるために，まずは現

状の技術で可能なシステムを組み立て，
可能な範囲に設置することを考えてい

る．その際の経験を生かしつつ，究極

の目標である地震発生断層への到達と

観測を目指すものである．ちなみに，
現状では熊野沖への掘削開始は，２００６

年後半から２００７年の予定である．
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図９．孔内長期モニタリングシステムの概念．
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東南海･南海地震に対応した調査観測と

津波シミュレーションのための基盤情報整備

長屋好治

海上保安庁海洋情報部

1．はじめに

駿河湾から四国までの太平洋側に位置する南海ﾄﾗﾌに沿っては､過去100年から150年を間隔としてマグ

ニチュード8(Ｍ８)クラスの海溝型地震が繰り返し発生し､沿岸地域から内陸にわたる広い範囲に甚大な被害

をもたらしてきた｡政府の地震調査研究推進本部は平成13年９月に南海ﾄﾗﾌで発生する地震の長期評価を

公表し､浜名湖沖から潮岬沖までを震源域とする東南海地震については規模がＭ８５､今後30年以内の発

生確率は50％､また､潮岬沖から足摺岬までを震源域とする南海地震については規模がＭ８４､今後30年

以内の発生確率は40％であると評価した｡このように地震の発生が切迫しており､地震によって甚大な被害

が広域に及ぶことが想定されることから､地震対策の促進を目的として平成14年７月に｢東南海.南海地震に

係る地震防災対策の促進に関する特別措置法｣(東南海･南海地震特措法)が議員立法により成立し､今年７

月２５日に施行された。

東海地震については震源域のかなりの部分が陸にあることから、これまでに整備された高精度の地殻変動

観測網によって地震の前兆現象が検出できると考えられている｡一方､東南海･南海地震は震源域のほとん

どが海域に位置し､東海地域にあるような地殻変動観測網を容易に構築することができないため､前兆現象

を検出できる見込みは現在のところたっていない｡地殻変動の観測は､前兆現象を捉えるだけではなく､プレ

ート運動を起源とする地殻の内部の変形を把握するためにも不可欠な観測である｡地殻変動観測によって、

震源域での地殻歪の蓄積状況をはじめ､地震の規模の推定精度を向上させる上で重要な情報となるプレート

間の結合の強さ(カップリング)や､震源域の中で強い地震波を発生する領域(アスペリティ)を把握することが

可能となる｡地殻活動を把握し､次に起こる地震の規模や発生時期の予測精度を向上するために､さらに､予

知手法の開発に発展させるために､海域での地殻変動観測の実施が緊急の課題となっている。

また､東南海･南海地震では歴史的に津波被害の記録が多く残っており､津波対策はきわめて重要な課題

となっている｡昭和の東南海･南海地震でも津波被害は甚大であり､1944年の東南海地震では､伊豆下田か

ら和歌山県の串木までの各地で2ｍを越える津波が観測され､尾鷲では9ｍの津波が観測された｡また､１９４

６年の南海地震では東は横須賀市浦賀から西は宮崎県日南市油津まで各地で1.5ｍを越える津波が観測さ

れ､和歌山県串本町では６５ｍの津波が観測された｡このように､次の東南海･南海地震においても南関東

から九州まで太平洋沿岸の広域にわたって甚大な津波被害が予想されることから､東南海･南海地震特措法

では行政機関や公共機関が策定する防災計画に津波対策を定めることが規定されてた。

このように､東南海･南海地震の防災対策では､海域での地殻変動観測網の整備と津波対策がきわめて重

要であることから､海上保安庁海洋情報部では､海底地殻変動観測点の構築と沿岸海域での津波防災情報

の整備を進めている｡本稿では､これらについて概説するとともに､津波防災情報を整備する上で重要となる

沿岸域の海底地形データを充実するために本年度から開始する航空機レーザー測深について現状を報告

する。
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２海底地殻変動観測網の構築

地殻変動観測の手法には､伸縮計や傾斜計を岩盤に固定して岩盤の変形を観測するもの､三角測量や水

準測量の繰り返しによって日本列島の広域にわたる変形を観測するもの､火山活動にともなう山体の収縮･膨

張や特定の断層の動きをモーターするための光波測距､さらにVLBI･SLR･GPSといった宇宙技術を応用す

るものなど様々なものがある｡1990年代に入って国土地理院が高密度のGPS観測点の整備を開始し､現在

では1200点に上るGPS観測点によって、日本列島の日々の変形がリアルタイムで把握できるようになってい

る｡これにより､地震動の周波数が通常より極めて低いサイレント地震やスロー地震が次々に確認されるととも

に､プレート間のカソブリングや断層面内のアスペリテイの推定など断層の性質について詳細な検討が可能と

なってきている。

|凝議
第１図.音響測距手法の原理．

での音響測距を組み合わせることによって実現可能となる｡海上保安庁海洋情報部では､平成8年からＧＰＳ

と音響測距を組み合わせた海底地殻変動観測技術の開発を開始し､平成11年に最初の観測点を熊野灘の

水深2000ｍの海底に構築した｡以来、日本海溝､相模ﾄﾗﾌ､駿河ﾄﾗｽ南海ﾄﾗﾌに観測点を展開してい

る。

海上の測位と海中の音響測距の組み合わせによ

る海中測位は､潜水艇やＲＯＶの測位方法として

従来から行われてきた｡これを地殻変動観測に応

用しようというアイデアは古くからあったが､実際に

フィールド実験を行い技術開発に取り組んだのは

ｽｸﾘﾌﾟｽ研究所のSpiessらによる研究が先駆け

であり、１９９０年代に入ってキネマテイソクＧＰＳに

よる移動体の精密測位技術が進歩したことが契機

となった。

海上保安庁では浅田らが平成8年から始めた精密

音響トランスポンダーの開発が､ＧＰＳ－音響測距に

サ

色(ミラートランスポンダ）

第２図､海底地殻変動観測の概念図、

よる海底地殻変動観測の取り組みの始まりである｡従来から海底測位に使われてきた音響トランスポンダーに

よる伝播時間の測定精度は１，s程度であった｡この精度を一気に１肱sまで向上するための技術開発であっ

た｡開発したトランスポンダーの動作原理を第１図に示す｡音響通信に使う信号は､トランスポンダーを識別す
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るためのトリガー信号と音響測距に使う主信号から構成される｡トランスポンダーが､トリガー信号を確認すると

その時刻を基準として一定の時間､受波の記録を行い､この間に主信号を記録する｡基準時刻に対して別途

設定した一定時間の経過後に､先に記録した波形を音響信号として発信する｡このように､受信した主信号の

波形をそのまま送り返すことによって､トランスボンダーが主信号を受信してから送信するまでの内部処理に伴

う遅延時間の変動を1川以下に抑えることが可能となる｡さらに､海上にある主局が動揺することによって起こ

るﾄﾞｿﾌﾞﾗｰ効果の影響を考慮して主信号の立ち上がり時刻の検出を行うことができ､伝播時間の測定精度を

向上することができる。

この新しく開発した音響トラン

スﾎﾟﾝﾀﾞｰを用いた海底地殻変Ｍ'…ｗ…)圏ざ,i■…wwmMww回
動観測の概念図を第２図に示す。：叩：。 ’■三::Ｃロ囚」
測量船の船尾に支柱を取り付け、筥IbWl，
支柱の上端にGPSアンテナを、‐''－５/「Ｔ｢-,7Ｆ,,7｢-TT-JT‐'’－－－－－－－－－－－
ＧＰＳアンテナの下に動揺計測

装置を､さらに支柱の下端に音

響ﾄﾗﾝｽデューサを固定する一一ｗｍｗＭ竺図第３図相模湾の水深,3..mの陸上のGPS局と支柱上端のＧＰｇｍ－

Ｓアンテナで受信するGPS信号畠’-－ｐ ｉ１海底に設置した海底基準局
を使ってキネマテイソクGPSの三591;lと］についての観測結果．

手法によりGPSアンテナの3次‘ハァハ,ハⅢハ’ハＭ

元位置を世界測地系に基づい

て求める｡次に動揺測定装置で得られる支柱の傾斜角から支柱下端の音響トランスデューサの３次元位置を

求める｡あらかじめ海底に設置した音響トランスポンダーの直上周辺の複数の場所で､海底のトランスポンダ

ーと支柱下端の音響ﾄﾗﾝｽデューサとの間の音響測距を行うことによって､三角測量の原理により海底のﾄﾗ

ﾝｽポンダーの３次元位置を求める｡精密な音響測距に必要となる海水中の音速度構造を得るために､ＸＢＴ

を使った水温観測およびCTDを使った水温･塩分観測を繰り返し行う｡音速度構造の水平方向の不均一性

に起因する測位誤差を小さくするために海底に水深と同程度の間隔をおいて設置した4台の音響トランスポ

ンダーの平均位置を求める(この位置を海底基準点と呼ぶ)。海底基準点の位置を数ヶ月間隔で繰り返し求

めることによって､その位置の変化から地殻変動を検出する｡以上が海底地殻変動観測のおおまかな流れで

ある。

キネマテイソクGPSによって高精度で移動体の測位を行うためには､４衛星以上のGPS衛星の信号を､マス

トなど船体の構造物によって遮られることなく連続して受信する必要がある｡このためGPSアンテナを取り付け

た支柱を船尾に固定している｡こうすることによってGPSの観測条件が良くなる反面､音響ﾄﾗﾝｽデユーサが

スクリューの近くに位置することになり､スクリューの回転による音響ノイズの影響を受ける｡このため､音響測

距を行っている間はスクリューを停止し船をﾄﾞﾘﾌﾄ状態にしている｡このような観測を数日間にわたって行うこ

とによって海底基準点の位置が求められる。

第３図に相模湾の水深1300ｍの海底に設置した海底基準点について､2002年７月と12月に行った観測

の結果を示す｡東西成分､南北成分､上下成分ともに4台の音響トランスポンダーの位置が数ｃｍのばらつき

で決まっている｡さらに､４台の音響トランスポンダーの中心位置は､２回の計測において1ｃｍより良い再現性

を示している｡このような観測精度や再現性がすべての観測点において毎回の観測で満足されることが望ま
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れるが､現状では必ずしもそうではない｡精度を劣化させる主な要因としてキネマテイソクGPSの不安定性と

音速度構造の問題がまだ完全には解決されてない。

キネマティソクGPSでは､基線長すなわち陸上

基準点と海上の移動点との間の距離が長くなるに

従い､電離層や大気の空間不均質によって測定

精度が劣化する｡キネマテイソクGPSの安定性を

向上させるためには､既存の補正方法をさらに改

良するとともに､マルチパスやサイクルスリソプの少

ない良質なデータを得るための観測手法の改良が

必要とされる｡音速度構造については､海水の温

度計測や塩分濃度の計測によって音速度の時空

間変化をできる限り詳細に把握することが測定精

度を向上させる上で重要である｡しかし､音速度の

。

瀞
霧

空間的不均質さと時間変化の両方を高精度で観測第４図､海底基準局の配置．

することは困難である｡解析の過程における合理的

な補正が必要であり､補正手法の改善を進めている。

船上に装備する計測装置の改良および解析手法の改善はまだ必要であるが､海底に設置する音響トランス

ポンダーの性能は十分なレベルにあることから､これらの改良に並行して海底基準局の増設を進めている｡こ

れまでに設置してきた海底基準点の配置を第４図に示す｡今年８月、紀伊半島南方の東南海地震の想定震

源域内に2点の海底基準点を新設する予定であり､さらに､来年度には四国南方の南海地震の想定震源域

内に新設点を構築するべく計画を進めている。

3．津波防災情報図の整備

今年５月に中央防災会議において東海地震対策大綱が策定され､今秋にも東南海･南海地震対策大綱が

策定されることとなっている｡東南海･南海地震では東海地震よりも大きな津波被害が想定されていることから、

大綱では津波対策について重点的な記述がなされると考えられる。

従来､国の津波対策では防潮堤の建設などのハード対策が基本であったが､阪神淡路大震災以降､ハード

は必ず壊れるという認識が一般化し､ハード対策とともに住民の防災意識の向上のための啓蒙活動などのソ

フト対策の推進が重要であるとされている｡ハード対策･ソフト対策を進めるにあたり､津波によってどこでどの

程度の被害が想定されるかを理解することがまず必要となる｡これを正しく理解することによってはじめて防潮

堤や避難施設の建設､避難路の検討などを適切に実施することが可能となる。

これまで津波による被害の想定はもっぱら陸上を対象としてきた｡海上の船舶については､急激な潮位低下

による座礁､岸壁との衝突､係留船舶や陸揚げした漁船の流出､走錨･流出した船舶の衝突､これらに伴う油

流出などの被害が予想されるが､定量的な被害想定はなされていない｡今後、避難計画や防災計画を検討

する上で､湾内や港内での津波の振る舞いを正しく認識することが不可欠となる。

そこで､海上交通の盛んな港湾や航路､マリンレジャー活動の盛んな沿岸部などについて､津波の到達時

間､津波による潮位変化､津波による流れを地図情報として取りまとめた津波防災情報図の整備を平成14年

度から始めることとした｡平成１４年度は東海地震を想定して､江ノ島付近から浜名港までの１１箇所について

情報図の整備を行った(第５図)。
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第６図に津波防災情報図の作成フローを示す。

地形メソシュデータの作成と津波シミュレーション

が作業の中心となる｡地形メソシュデータは､港湾

域などの図の作成エリアは最小メッシュである50ｍ

メッシュ(5次メソシュ)で作成し､その周辺は150ｍ

メソシュ(4次メッシュ)、さらにその外側を順吹､４５

０ｍ(3次メッシュ)、１３５０ｍ(２次メッシュ)、４０５０

ｍ(1次メソシュ)として､低次のメソシュ領域が高次

のメソシュ領域を包含するように作成する｡第５図

には4次と5次のメソシュ領域を示している｡津波シ

ミュレーションでは､半無限弾性体内で断層モデル

－－－－r…、

第５図.津波防災情報図の整備海域．

に従って特定の領域に食い違いを与えたときの弾性体表面の上下変位を求め､これを海面の上下変位の初

期値として､浅水理論によって流動を発生させ波の伝播を計算している｡任意の断層モデルを与えることが可

能であるが､今回は東海地震を想定して､中央防災会議｢東海地震に関する専門調査会｣の平成13年12月

の報告に示された断層モデルに従った。

津波防災情報図の例を第７－１

図と第7-2図に示す｡第7-1図

は進入図であり､潮位が上昇する

期間における最大の潮位上昇量、

最大流速とその流向、および到

達時間を示している｡第７－２図

は引き潮図であり､潮位が低下す

る期間における最大の潮位低下

量､最大流速とその流向､および

到達時間を示す。引き潮図では

干出する領域も示している。

平成15年度および16年度では

東南海･南海地震対策として伊勢

津波シミュレーション

1．弾性論による海底

面の変位量の計算

2．浅水理論による

津波伝播の計算

地形メッシュデータ作成

J-EGG500JBIRD

50mメッシュ標高

.、

両□
津波シミュレーション

･妥当性の検証

･想定地震に対する計算

津波防災情報図□

GIS上で計算結果と

各種情報(海岸線、

航路等)の重ね合わせ

第e図.津波防災情報図の作成フロー．

湾､紀伊半島沿岸､大阪湾､四国沿岸および九州東岸について情報図の整備を予定している｡中央防災会

議｢東南海･南海地震等に関する専門調査会｣では､東南海地震と南海地麓がそれぞれ単独で起こる場合、

同時に発生する場合､東海地震と東南海地震が同時に起こる場合､さらに東海地震､東南海地震および南

海地震が同時に起こる場合を想定して防災対策を立てる必要性を指摘している｡このため､今後は平成14年

度に整備した地域も含めてそれぞれの想定の下での情報図の整備を進めることとしている｡さらに､係留中の

船舶や錨泊中の船舶への被害の見積もりや避難路の検討など防災対策に活用するためには､海事関係者

や防災関係者との議論が必要であり､津波防災情報図の活用方策の検討を並行して進めている。

４航空機レーザー測深の導入

東南海･南海地震特措法の施行により､今後､地震対策推進地域に指定された自治体を中心として津波対

策の一環として津波シミュレーションに基づく津波ハザードマソプの整備が勢力的に実施されると考えられる。

津波シミュレーションを実施するためには詳細な地形データが必要となる。当庁の津波防災情報図の整備
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第フー２図.津波防災情報図(引き潮図）第７－１図.津波防災情報図(進入図)．

対象地域は港湾域を主体としており､港湾域では港湾の改変に伴って精密な地形測量が行われるため､詳

細な地形データが存在する｡しかし港湾域以外では水深データは極めて少ない｡これは､従来､水深測量が

船でのみ実施することが可能であり､極浅海域では船の安全運航が困難であることから測量が実施できなか

ったことによる。

極浅海域は人間の活動域に隣接することから､津波防災の観点のみならず､海洋環境保全の観点からも、

また､海洋空間の適切かつ有効な利用の観点からも地形情報の重要性が高いものの､これまでデータの空白

域であった｡このような状況を改善するため､海上保安庁では平成12年度から航空レーザー測深技術の導

入を進めてきた｡詳細は第25回の海洋工学パネルで報告しているとおりである。

昨年度､カナダOptech社製SHOALS1000システムが納入された｡現在､第６管区海上保安本部広島航

空基地所属のピーチｸﾗﾌﾄに搭載して､瀬戸内海をﾌｨｰﾙﾄﾞとして機能テストを繰り返し､初期不良の改善

に取り組んでいる｡SHOALS1000システムは､水深50ｍを限度として透明度水深の2倍までの海底につい

て､水平分解能2ｍ～5ｍでの測深能力を基本性能としているが､この性能を確認するためにはもうしばらくテ

ストフライトを続ける必要がある｡今年度中には､機能テストを完了し瀬戸内海の一部の海域について実用デ

ータを生成する予定である。

陸域ではGISの普及と連動して､レーザープロファイラーによる地形測量が盛んに行われており､河川の氾

濫対策など防災にも活用され始めている｡内閣府､国士交通省､消防庁などが中心となって昨年度に高潮・

津波ハザードマソプ研究会が立ち上がり､ハザードマソプの作成マニュアルの検討が進められている｡このマ

ニュアルでは､陸上の地形データには12.5ｍメソシユデータを使うことが推奨されている｡沿岸部の水深デー

タは､現状では50ｍメソシユデータを整備することが限界であるが､航空レーザー測深が業務的に実施できる

ようになれば､１２．５ｍメッシュを沿岸部で整備することも現実となる｡できる限り早期に詳細な水深データを提

供できるよう､航空レーザー測深システムの運用体制の確立を図ることとしている。

５.おわりに

1944年の東南海地震および1946年の南海地震の発生から約60年が経過した｡南海トラフを震源とする海

溝型地震は歴史的に100年から150年の間隔で繰り返し発生していることから今世紀前半にも吹の東南海・

南海地震が発生すると考えられる｡一方､駿河湾を震源とする東海地震が1854年に発生して以来150年を

経過し､このままさらに1o年以上発生しなければ､東海地震によって東南海･南海地震が誘発される可能性

が指摘されている｡次の東南海･南海地震までの発生間隔が短くなる可能性も十分考慮しなければならない。

東海地震については高密度に配置した精密な観測網によって震源域の地殻活動が詳細に把握できるように
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なるとともに､断層面の性質についても詳細な理解が急速に進んでおり､大規模地震対策特別措置法に基づ

く警戒宣言の発令に先立って､気象庁から地震発生の注意報が発出されるまでに地震に対する準備が整い

つつある｡東南海･南海地震についても､観測網の整備と地震･津波に関する理解の促進･普及によって地震

発生に備える体制を早期に確立するべく､海域での地殻変動観測網の構築､津波防災情報の整備とこれを

裏支えする水深データの整備を推進することとしている。
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討論－１

●司会（増田）私は石油技術協会に所属する日本海洋工学会運営委員の増田です。本日

午前の部のパネル討論の司会を務めますが、よろしくお願いします。午前中は３件のご講

演をいただきました。会場から講演について質問を受けたいと思いますが、いかがでしょ

うか。この質疑応答の内容は録音しますので、所属と名前をおっしゃっていただければと

思います。

●国富日本鋼管出身の国富です。東海地震が叫ばれましてからもうすでに２０～２５年が

経っておりますが、一向に発生していません。ところで先日、東海地震の震度海図が少し

西へ拡大されました。それと今日のご説明の東南海で地震がまた迫ってきているというこ

とはどういう関係があるのか、私個人としてはこのへんに何かあるのではないかという感

じがしています。それが－点目です。

二点目は、先日発生した宮城県の地震は、いわゆる太平洋プレートのもぐり込みの場所

ではなくて内陸に入っているということ。内陸の浅いところに移っている。ここに何か非

常に大きな問題があるのではないかという気がしています。この二点です。

●安藤東海地震の震源域を西へ伸ばしたのはなぜかというお話だと思います。そもそも

東海地震の震源域がどの範囲かというのは２５年ぐらい前まではよくわかっていなかった

のです。

プレートの境界面はどこだということはよくわかっていませんでした。駿河トラフに沿

ってそこからもぐり込んでいる矩形の断層面を仮定した。これはわからない時代には当然

だと思いますがそういうことをしたと思います。その後、木下さんの話に出てきた温度が

断層の上限と下限を決めることがわかってきた。もう一つは、１９４４年の地震がどこまで

破壊したのかということは当時はよくわからなかったが、その解析方法もだんだんわかっ

てきて、浜名湖あたりが東端と考えられるようになりました。境界はもっと西だとか東だ

とかいろいろあったのですが、平均値としてまずこのへんだろうと決めたのです。震源域

が西に移動したのはそう決めたということで、東南海地震が再び迫っているからとの意味

ではありません。それが一つです。

もともと東海地震がいわれ始めたときに問題だったのは、過去にそういう例はないでは

ないかということでした。ただ先ほどもお話ししましたが、東海地震がこんな理由で起こ

らなかったとか、発生が遅れているのだろうとかいろいろ説があります。しかしいちばん

可能性があるのは地震空白域だろうということです。世界的に見ても地震空白域に起こる

可能性はいちばん高いのだからそれは採用しようというのが基本で、今でもそうだと思い

ます。防災は、一つ、二つの学説に左右されるのではまずいと思うので、疑わしきは罰す

るというのが基本だと思います。そういう意味では東海地震も起こり得ると考えるべきで

しょう。

東海地震が単独で起こるかというのは、先ほどお話ししたように以前から疑問があるこ

とはあったのです。だんだん経過時間が長くなると、当会・東南海地震が続いて起こって
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も歴史的に見てあり得るのではないかと考えられます。時間が経ったということが引き続

き起こる可能性が出てくると思います。その他にもいろいろな理由がありますがそれが主

な理由です。

●国富どうもありがとうございました。

●長倉（国際航業）国際航業の長倉と申します。貴重なお話をどうもありがとうござい

ました。二点ほど長屋先生にお尋ねします。

津波のハザードマップの件ですが、陸上のハザードマップについては昨今非常に大幅に

整備されているということをよく存じていますが、こと海上に関しての津波ハザードマッ

プというのはあまり知りませんでした。今回見せていただいた例等にいろいろなデータが

あったかと思います。具体的に含まれるべき情報、例えば速度や到達時間等の情報が挙げ

られていたと思いますが、今後はどういった'情報が具体的にそこに載せられるべきである

かということ。それから今後、それが自治体等でどのように使われていくとお考えになっ

ているかということをお聞きしたいと思います。

●長屋今日ご説明したのはハザードマップではないのです。ハザードマップの前段階と

いうふうにご理解いただくのが一番よいかと思います。ハザードマップですと、利用目的

を明確にすることが重要で、例えば住民の避難を目的とするのであれば、盛り込むべき情

報はどこに逃げるといいかということを掲載しなければハザードマップにはならないので

す。ですからハザードマップはいろいろ使い方によって載せるべき情報が違うということ

になります。海についてどういう情報を盛り込むべきか、ハザードマップとして必要な情

報は何かというのは、目的を考慮して別途議論しなければいけないことだと思います。

ただ、どういう情報を載せるにしろ、津波によって海の流れがどうかとか水位の変動が

どうなるかということは、ハザードマップに載せるべき基礎の情報として不可欠であると

私どもは考えていて、ここにご紹介したように、上下変動の量と流れの量、到達時間に関

する情報を整備しているところです。

ですからハザードマップとして載せるべき情報には、避難をどこにすべきか、海域であ

れば航路をどうすべきか、防波堤・防潮堤をどこに作るべきか、いろいろな避難のための

施設をどこに作るべきかといったように様々なものがありますが、何を掲載するかは、行

政上の目的に応じて変わってくると思いますし、全てを網羅的に掲載するというのはあま

り意味がないと思っております。

●長倉どうもありがとうございました。もう－点よろしいでしょうか。水深データベー

スを今後構築していくというお考えを示されたのですが、具体的にはどういったデータを

データベース化していこうとお考えでしょうか。

●長屋私ども海洋情報部の中に海の相談室という窓口がありますが、自治体や地方の行

政機関の方から、陸上での津波ハザードマップを作るということで地形データがないかと

いう問い合わせが、特に昨年度から非常にたくさん海の相談室に寄せられました。そこで
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皆さんにシステマティックに地形データをご提供できるようにデータベースを用意しなけ
ればいけないということから、データベース化の取組みを始めたところです。ですから詳

細は実はまだ決まっていないというのが正直なところです。

海洋情報部が持っている既存の地形データには水路部時代から１００年以上の蓄積があ

り、航路測量や港湾の中での測量を延々と行ってきました。そういった１情報は「測量原図」

というもので保管されておりまして、紙レベルの'情報がたくさんあり、これをデジタル化

するということが作業としてあります。それから先ほども説明いたしました航空機レーザ

ーを導入するということがありますので、そういったデータをデータベース化するという

作業があります。よろしいでしょうか。

●長倉どうもありがとうございました。

●司会（増田）今の計画としては、すべてのデータベース化が終わるまでの期間はだい

たいどのぐらいと考えておられますか。

●長屋過去のデータまで遡って整理できるというのは、おそらくいつになるかはわから

ないということがありますので、少なくとも今考えているのは、デジタル化されているデ

ータをまずデータベースにするということを進めています。今年度中にシステムを作って

来年度にデータを入れるという、ここ１～２年の取組みはそういう予定にしています。

●司会（増田）ありがとうございました。ほかに質問はございますか。まず個別の質問

をお願いしたいと思います。

●山崎（産業技術総合研究所）産業技術総合研究所の山崎と申します。木下先生にお伺

いします。もう少し深いところまで最終的には掘削したいとき、下のところの滑り面の掘

削はどれぐらいになったらそれができそうなのかという見通しをお聞きしたいのですが。

●木下正直に申しまして、答えはありません。現在出されているわれわれの掘削プロポ

ーザルでは、水深2,000ｍのところで８kｍ掘るのが最終ゴールです。この掘削プロポーザ

ルはフェーズ１．２．３と分かれているのですが、フェーズＺで先ほどいいました3.5kｍぐ

らい、フェーズ１は１kｍか１kｍもないかもしれません。フェーズ３が６～８kｍまでです。

実は先ほど図でお見せしたのですが、８kｍ掘るのに例えば２年を考えていますが、もち

ろんフルコアにするかスポットコアにするか、ロギングをするか長期モニターにするかは

決定しておりません。一応フルコアで考えるとして、地層条件にもよりますが、２年か１

年半かはわかりませんが連続して掘るのか、それとも４kｍ前まで掘ってまた戻ってくる

のか、そのへんはまだまったく決まっていません。ですから、おそらく何が起こるかとい

うと、フェーズ２で3.5kｍ程度掘るときにどのぐらい時間がかかったかということを基に

して、次のフェージングがなされるということだと思います。

これは現在建造中のライザー掘削船「ちきゅう」の仕様で原理的には可能です。つまり

水深2,500ｍよりも浅いところで６～８kｍ掘るということになりますけれども、その掘削
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の長さを伸ばすということになると、今は８kｍ掘るためにケーシングプランということ

がしっかり考えられています。地層圧がある程度以上高くなるとケーシングをしっかり打

たなくてはならなくなります。今の段階で８kｍまでいっても、それを例えば12kｍに増や

すという話になると地層圧が高くなりますから、最初のケーシングをより太くしなければ

ならないでしょう。そうなると、例えばケーシングを積むための設備を作らければならな

いという、インフラにも関わってくるのです｡おそらく予算ももちろんかかるでしょうし、

まずサイエンスの成果が出ないと先に進みません。私が生きているうちにはぜひやりたい

と思っております。１０年かもっとかかるかまったくわかりません。

●司会（増田）フェーズ３が８kｍといわれたのは、４kｍは海底面下で、４kｍはライザ

ー部分ということですか。

●木下一応水深が2,000ｍ程度で、そこから下で６～８kｍということですが、トータル

で１０kｍまでです。

●司会（増田）ほかにございませんか。

●新宮（日本大学）日本大学の新宮と申します。私は建築が専門なので予備知識が十分

ではありませんが、お聞きしたいのは太平洋プレートとかフィリピン海プレートなどいろ

いろなプレートがあって、それがもぐり込むというご説明がありました。それらのプレー

トが弾性であるということで、しかもそのプレートは何ｋｍとか何十ｋｍということでし

た。それはどういう方法でいつ頃きちんと測定をされたのか。その弾性であるならばヤン

グ係数がわかっていると思うのですが、だいたいどのくらいになっているか。それからも

ぐり込んではじき返されたということですが、場合によっては折れてしまうということに

なると、塑性域に対して弾'性ではなくなるということもあるかと思います。そのへんのと

ころはどの程度世界中できちんと測定されているのか。そこのところを教えていただけれ

ばと思います。

●安藤プレートがかなり弾,性的であるというのは、例えばプレートが潜ったところで、

海溝の外側で盛り上がっているのがわかります。これは厚みのある弾性体の板の曲げであ

ることが直感的にわかるのです。海底地形などを用いて弾性体の厚さを推定できるほどで

す。弾性定数に関しては弾性波速度の測定から推定されています。非常に長期的な変形海

山の荷重による変形等からも推定されています。

実際に今いわれた塑性変形は起こらないかということですが、プレートを曲げるとすさ

まじい変形をしています。これはそこでは塑性変形は起こっていると思います。何十％変

形するというデータも出ています。一方、プレートが硬いか軟らかいかというのは相対的

なもので、アセノスコアという温度の高い塑性変形しやすいところの上を弾性体のプレー

トが海洋では進んでいて、折れ曲がってプレートの中に入ってきているというようなこと

をしています。プレートは全体として見ていると弾性体であるということで、厚さの推定

は、地震波速度からの推定もありますし、先ほどいったようなプレートの折り曲げから椎
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定する方法もあります。推定の仕方でやや厚さは違ってきますが、これは時定数に関係す

るものです。

例えば剛性率だと、プレートは７０GPaというような値になります。そういうものはだ

いたい世界中でほとんど変わらない思います。地域的にファクターがいろいろ変わること

はあると思います。また陸上側ではかなり弾性定数が落ちるだろうとし、しかも厚さによ

っては相対的に平均値が違います。先生がお話しになったように弾性体としてふるまって

いることはかなり間違いないと思います。一部のところでは摺曲などが起きます。これは

当然塑性変形を起こしているのでしょう。見る対象の厚さによっていろいろな見方が出る

だろうということです。

これで答えになっているでしょうか。今のご質問は厚さがわかっているのかということ

ですね。

●新宮例えば朝日新聞の記事が違っているとか、地震のときの図が描いてありますが、

どういう方法でどの程度の精度で測られているのでしょうか。以前から○○プレートとい

うことは聞いていますが、どのぐらいの正確さなのかなという素人っぽいことです。

●安藤基本的には地震波のＰ波.Ｓ波と表面波を使って推定しています。それが基本で

す。あとは先ほどお話したように、本当に板と思って曲げて、その曲げた形状から推定す

ることもできます。太平洋プレートが厚くて内陸が厚いのは絵を描く都合でなったと思い

ます。あの図の正確`性を新聞に求めるのはあまり意味のないことだと思います。ただ、今

日示した朝日新聞のいちばん右側の図では太平洋プレートが厚く、フィリピン海プレート

が３０kｍぐらいというおおよその比は当たっていると思います。そういう基本は地震波の

弾'性波速度から求めています。あとは地震波の減衰とか温度構造とか、総合的にいろいろ

な形で想定できると思います。

●新宮どうもありがとうございました。

●司会（増田）弾』性波速度からそれを距離に換算して、速度から距離を求めていますが、

その精度はかなり高いのですか。

●安藤高いと思います。

●司会（増田）午前中はサイエンスとエンジニアリングの話がありましたが、今はその

中の地震がどうして発生するかという話に集中していますので、それを先に扱いたいと思

います。奈須先生、何かコメントはございますでしょうか。

●奈須お三方の先生、安藤先生、木下先生、長屋先生のお話でここまで解明されたかと

非常に感銘を受けました。二つのことについてお願いしたいと思います。一つは渦、一つ

はメタンハイドレードです。

渦については、私は１９５１年から６０年までアメリカ・カリフォルニアのスクリプス海洋
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研究所の院生で、ハーフタイムのリサーチアシスタントをしていました。ここの仕事がソ

リタリーウエブセオリーを証明するという、ビーチに寄せる砕波帯の観測だったのです。

すると、こういうふうに波が往復しています。特に風波でなくてうねりが砕けますとこの

ように動いているように見えるのですが、どうもおかしいので円盤を作って上から中へ降

ろして見たのです。するとものすごい水平方向に渦を巻いていました。気がついたら意外

と今までにそのことを書いていない。私はずいぶん船で|まうぼうに行きました。数百ｍ、

数千ｍ下げるとこんなにもつれて上がってくるのかと驚きました。渦巻いているのです。

海の中は実に渦が多い。例えば津波が実際に押し寄せるときにはすごく渦を巻いていると

思います。水平方向に、三次元的に上に下に巻いています。

実は以前、鳴門海峡でカメラマンが渦を観察するときに見ていると、例えば水中カメラ

で水平方向に潮流がありますからすごく水平方向に渦が巻かれる。三次元的に上に下にと

なる。下に行く渦で鯛が貝を食べているわけです。上に行くほど沈まないので浮いたまま

でおいしい鯛がとれるわけです。下に行きますと粘性で消耗してしまい、横方向に動いて

いないと思います。ですからたぶん波というのは水平方向にまた三次元的に渦を巻いてい

るという点で見ていただきたいと思います。

もう一つはメタンハイトミレートですが、実は鹿島灘沖で、大きな音がして何かおかしか

ったと言われています。天体は飛んでいない。伊豆半島で気象庁の高感度カメラが天体を

捉えたいうとコメントがあった後でしたが、ところが国立天文台に協力していらっしゃる

鹿島ミノル先生は郡発地震があったから、ああいう場合は上にたいてい火球が出る。ちょ

うど方向はその方向です。おそらく郡発地震の上の火球だろうということでしたが鹿島灘

沖と方向が違うというのです｡ですからおそらく鹿島灘のあの音は数時間前に地震があり、

メタンが崩壊して出てきて、メタンが爆発したのではないかと考えました。数百ｍから

数千ｍの範囲で発光したのだと思います。

ひどい場合は海底でも発火し、海中に大きな音響が起こりますが、これは滅多にありま

せん。ですから、あれはおそらくメタンハイドレートの崩壊で剥がれてきたメタンに発火

したのだと思います。幸いにして夜１０時以降は飛行機は飛んではいけませんから1,000ｍ

の高さで進入する飛行機がいなかった。もしあのとき飛行機が飛んでいたらよそへ避難す

る間もなかったと思われます。お願いしたいのは、メタンハイドレートは大陸斜面やその

先の下降斜面にありますので、うっかりこれをいじりますと崩壊します。

それからもう一つ、今、アメリカやヨーロッパのメインの探査は、メタンハイドレート

の下の生の天然ガスや石油にいっています。ところがブラジル沖で、今の石油削井はガス

を燃やすために火を燃しています。下からワーッと上がってきて火がついて、ずいぶんた

くさんの人が死んでいるはずです。ですからアメリカもヨーロッパも非常に注意深くやっ

ています。注意の上に注意を重ねてメタンが崩壊しないように、またメタンの下の生の石

油とか天然ガスが飛び火しないように十分注意をしていただきたいというお願いです。

割に深いところですと横にいきますから出てきてもいいのですが、それが浅いと包まれ

てしまいますから危ない。その点は一つ、先生方にはぜひメタンの崩壊にご注意ください。

奥尻の地震から１０年経ちましたが、潮が退いて地震があったので電線がショートして

燃えたとなっています。しかし、ちょうどあの前に地質調査所の奥田さん、東大の松本先

生は、あの沖でメタンハイドレートを発見されています。あのあとできた火はメタンの炎
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がそのままきたという可能性があります。それは見直したほうがいいと思います。いった

ん海水で火元が消されてもメタンの炎がきますからまた焼けてしまったということで、あ

そこは見直す必要があると思います。そういうことがありますので、ぜひ慎重のうえにも

'慎重に対処していただきたいと思います。以上です。

●司会（増田）ありがとうございました。講師の先生方から何かコメントはありますか。

今は地震の話ですが、深度が違うところの話をしていると思いますが。

●安藤今の奈須先生のお話ですが、１６０５年の慶長の地震は非常に津波が大きかったの

ですが強震動の被害の記録が残っていない。いわゆる“津波地震”です。木下さんがおっ

しゃった分岐断層が動けば津波が大きくて、弾性波、地震波はあまり出さない可能性があ

るのですが、ただ何百ｋｍも分岐断層が動くというのは非常に考えにくいのではないかと

思います。

それで今、奈須先生がおっしゃったメタンハイドレートというのが何らかの形で関係し

ていないかと思われます。南海トラフに沿って次々と崩壊していってしまい、津波が発生

するようなメカニズムはないのかと思っています。それが次々と引き金になっていくと考

えれば非常に広域に起こり得るのではないかと考えています。しかし、それは地震毎に起

こるわけではありません。何百年に１回の希な現象です。

●司会（増田）海上保安庁ではカイネテイックＧＰＳの音響測深で海底の地形データを

取っています。あとはＯＢＳを利用した計測データがあったり、ＪＡＭＳTECでもそういう

海底データを持っておられます。それぞれの精度をどういうふうに考えるかという問題。

それからこれから先は、各庁で持っておられるデータがどういうふうにインテグレーショ

ンされるかという二点についてお伺いしたいのですが。木下先生いかがでしょう。

●木下ＧＰＳについてはJAMSTECでは名古屋大学などと共同研究を進めております。デ

ータのインテグレーションという意味では、目の前に浅川さんがおられますが、個々のス

テーションで精度を上げる方法と､海底ケーブルを使っているところはまだありませんが、

海底ケーブルに測位ステーションをつなぐことによって、精度を向上させるやり方がある

と思います。そういう意味で、ＪＡＭＳTECがそれをやるかどうかは別として、先ほど私が

出しました総合観測ビジョンのような中にＧＰＳも入っております。それをやることによ

ってリアルタイムに取れるとパワーの心配がいらない、技術的な面以外にも、観測精度自

体が向上するということはかなりあり得るだろうと思っています。

ただ、例えばＯＢＳ（海底地震計）などはつなぐのがいいのか、それともむしろ一台１００

万円、２００万円か出してたくさんつくってボンボン投げ込んでやるほうがいいのかという

問題があると思います。時計の精度というのは今やスタンドアローンでもかなり高いです

から、海底ケーブルでつなぐ必要はないということも当然あると思います。

あとは､例えば掘削孔を測位ランドマークに使うということがいいかなと思っています。

孔を掘った後に、孔口にウエルヘッドというような重たいものがつきますので、そこに

GPSのステーションを置くといいのではないかと思います。
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掘削孔でのモニタリングの場合にはスタンドアローンでスタートしますが、海底での観

測とのインテグレーションにより、３次元的な情報が得られるのは翁メリットです。さら

に、いちいちＲＯＶ（潜水船）が行ってデータを回収するのも大変ですので、ケーブルに

つなぐということが費用的にも効果があるのではないかと思います。

●司会（増田）午前のお話で地形の勉強をさせていただいたのですが、地上はＧＰＳの

データから隆起のデータを見て地震の予知に使えるという話がありました。それが沿岸の

近くの航空機を使ったレーザーによる測定ができて、そこで変位の変化が計測できるよう

になると、地上のデータと海底、海洋下のデータの位置関係、キャリブレーションをどう

いうふうに考えればいいのかということがあります。特に連結みたいなものは考えておら

れるのですか。

●木下私が思いますのは、来年度から地震予知計画が新しくなり、その中で各機関が持

っているデータをデータベース化してデータの流通をよくしようということが地震予知計

画の一つのテーマとして入っています。そこが一つの契機となって、それぞれのキャリブ

レーションをどうするべきかということが今後議論されていくと思います。しかし、現在

はＧＰＳや海底地形を統合して－つの地殻変動を評価するということがシステマティック

に行われているということはないと思います。やはりそこをどうキヤリブレーションする

かというのは個々の判断ということがあるので、これからはモデルを作る人が客観的な尺

度により評価する必要があるという印象を受けています。

●司会（増田）どうもありがとうございました。奈須先生、もう一度コメントをお願い

します。

●奈須先ほどは緊張して自己紹介を忘れました。東大海洋研のＯＢで、今は海洋科学技

術センターの技術顧問をしております奈須紀幸と申します。

もう一つコメントしたいことは、１９７７年に東北地方の八戸沖でグローマー．チャレン

ジャー号で掘削をやりました。そのときにガスが出たら、異常があったら困るというので

非常に厳密に何度も何度もチェックしてやりましたので事故はありませんでした。今のジ

ョイデス．レゾリューション号も異常がなくすませましたが、これは非常に用心するから

です。

そのときに実は大陸の斜面があって、深海平坦面があるのです。それから今度は急斜面

があり、深海平坦面のところを掘削した結果、2,200万年前から沈み始めたということが

わかりました。今、日本の中でおっしゃるのはジョイデス．レゾリューション号のＯＤＰ

だけをだいたい皆さんはおっしゃっていて、木下肇先生や私などがやりましたＩPOD（総

合国際深海掘削計画）の時の成果はあまり出てきません。木下先生は何度も乗船され非常

に成果をあげられました。藤岡換太郎さんも私と一緒にやったのです。

やはり太平洋プレートというのは、実感としてものすごく力が強いのです。フィリピン

海プレートはだいぶ弱いのです。ですから、いずれ房総の南が中心になった大きな地震が

起こると予測されていますが、あと数十年あるということです。それが一つです。いろい
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ろ申しあげたいことはございますが以上です。

●司会（増田）どうもありがとうございました。時間も迫ってまいりましたが、ほかに

質問はございますか。

●吉田（東海大学）東海大学の吉田と申します。安藤先生と木下先生にお伺いします。

私は太平洋側の清水というところにおりまして、そういう意味で東海地震が予定どおりに

きていないということについては大変嬉しく思っています。将来とも、もし、先ほど塑性

変形ということで理論と合わないということも一つの例だと考えられるといわれました

が、本当にそうなるなら住んでいる者としてはいいなと思っています。

それに関連してですが、先ほど質問もあったのですが、私どもは人工物の挙動や安全と

いうことの予測のために、弾』性論とか塑性論とか破壊理論というものを使っています。そ

ういう固体力学は先ほどの質問の中にもありましたが、固体力学での基本理論が、地球の

プレートの挙動予側、あるいは破壊予側ということにおいては、人工物などに使う考え方

ともちろん一致している面と違っている面があると思います。主に違っている面というの

はどういう点なのかということを少し教えていただきたいということです。

もう一つは、そのプレートの歪みを直接計る、先ほど掘削孔の中に歪み計、あるいは傾

斜計を入れるというお話がありまして、たぶん非常に単純に考えて、あるプレートの歪み

がどれだけ蓄積されているのか､絶対的な歪みの大きさがわかれば極めて望ましいことで、

あとどれだけで危なくなるのかが判るといえそうな気がするのです。しかし、あるところ

に孔を掘って歪み計を付けて絶対値を取るということは難しいと思います。そこを原点に

した増減はわかるのですが、そのへんのデータの扱い方について教えていただければあり

がたいと思います。

●安藤東海地震のことですが、塑性変形というのは部分的に内部でそのような変形して

いるのではないかという話で、全体としては弾性変形しているのは間違いありません。必

ず地震現象が起こるということは間違いないと思います。東海地震は今日や明日は免れて

もずっと免れるわけにはいかないし、いつか確実に地震が起こるのはいろいろな証拠があ

りますのでどうしようもないことです。さらにつけ加えるとあそこは大変な被害が起きる

と思います。私たちは東海大学に船をお借りして、長屋さんのお話にあったような海底地

殻変動の測定をやっているのであの地域のことはわかります。あそこは東海地震が起きた

ら大変な被害が起きるところなので、もう少し深刻になっていただけたらなといつも思っ

ています。つまり、断層が真下にあって上に街が作られている非常に少ない例の一つなの

です。例えば関東大震災の時の房総・湘南海岸のそれに近い例かと思います。

もう一つ、次の質問の破壊理論とか弾性理論、固体力学のことは、少なくとも地震現象

とか地球の中で特別にそれが適用されないとかされるというふうには思っていないので、

同じものが使われると思います。ただ現象としては非常に長い現象を見ているので、人工

物や実験でわかっているものよりさらに時間スケールが違うので、そこの違いはあるだろ

うと思いますが基本的に同じだと思います。

違っているところをお話しするようにということでしたが同じところでいいますと、例
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えば地震が起こると滑りが、剪断破壊が起こります。そこで周りの変形というのは本当に

弾性論で計算しているとおりなのです。あるところは隆起し、あるところは沈む。感心す

るほど弾性で瞬間的な変化が起きます。ただ長いものに関しては違うというか、時間スケ

ールが違うということではないかと思います。

次の応力測定というのは、絶対応力の測定にはいろいろな手法があるのは先生もご存じ

だと思いますが、結局いちばん地球でわからないのは絶対応力の差応力といいますか、そ

れがわからないのです。レベルすら確立していないということが確かにあります。これか

らも孔の中で測定するのかどうか、それがいちばんわからないところです。

●木下孔の中で歪みを計る話はまだ始まったばかりでして、ですからもちろん応力以前

に歪みすらなかなかわからないところで、孔内でのセンサと地層とのカップリングという

問題もあると思いますし、これからチャレンジだと思っています。ただ、南海地震、東海

地震が起こるときの予測される歪みというのはモデル計算すればできて、簡単な計算によ

ると、現在の精度で壊れる直前にもし歪みがあれば、それは今の計算で何とか出てくるの

ではないかというところまではきています。

プレート自体がどういう挙動をするかというのも大事ですが、プレートの上に乗つかっ

ている堆積物がどういう挙動をするかも大切です。付加体堆積物というものはもともとは

天竜川などから供給される堆積物で構成されています。そういうものが溜まってだんだん

圧密していっているもの、これはいったい弾性体なのか。流体とか粉体のようなものだと

思います。するとどうやっていいかわかならい。しかも水は抜けるわけです。地震のとき

に液状化のようなことも起こるだろうし。

過去の断層の破片が四万十帯のようなところに残っていますが、今例えば地下１０kｍの

ところがそうなっているかという保証はまったく何もないわけです。これは非常にカオス

というかどう扱っていいか私にはわからないので、とにかくモニターをしようと考えてい

ます。

●司会（増田）どうもありがとうございました。時間になってしまいましたので質疑応

答は終わりたいと思います。午前中のお話を伺いますとデータがまだ少ないということ。

これから計測データを増やしていけばさらに地震の予知も可能になるだろうし、津波がど

のように起こるかということの予測の精度も上がってくるだろうというふうに理解しまし

た。

それでは講師の先生方に拍手でお礼を申しあげて、午前の部を終わりたいと思います。

どうもありがとうございました。
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海洋工学関連会議報告等

●司会（池上）時間がまいりましたので午後の部を開始したいと思います。午後の部前

半の司会をさせていただきます日本造船学会所属の日本海洋工学会運営委員で、長崎総合

科学大学の池上です。どうぞよろしくお願いいたします。午後の部の最初は、各メンバー

学会から海洋工学関連の会議、あるいは活動状況等の報告をしていただくことになってお

ります。まず初めに、日本造船学会から東京大学生産技術研究所の木下教授にお願いいた

します。

●木下東京大学生産技術研究所の木下です。私は日本造船学会の海洋工学委員会委員長

を務めております。本日私は造船学会の活動報告ではなく、今年のISOPEとＯＭＡＥ総会

の様子を紹介します。造船学会の活動についてはまた別の機会にしまして、今年のISOPE

とＯＭＡＥの状況をお話します。

まずISOPＥですが、今年はホノルルで行われ、例年どおりの論文と参加者数を集めて

盛会でした。ただしＳＡＲＳの影響で論文のキャンセルが目についたのが少し残念なことで

した。論文数が約４２０編、出席者は５００人ほどの状況で盛会でありました。感想としては

例年どおりの感じで、分野はやや広まっていることが目につきました。ただし、日本人は

海洋関係の会議では最大勢力で目につくのですが、だんだん日本人よりも韓国人のほうが

目につくようになってきて、聴衆も同様でした。次回、来年のISOPEはフランスのトウ

ーロン、その次はソウルということが決まっているということです。

もう一つ感想として、昨年度は北九州市で開催されましたが、それに比べるとブリーフ

イングのやり方やバンケットのやり方は､日本がやるとやはりしっかりしているのですが、

外でやると何となくもう一つという感覚を持ちました。

続きましてＯＭＡＥですが、今年はメキシコのカンクンという、カリブ海に面したマヤ

文明の遺跡のあるようなところで、非常にエキゾチックなところで開催されました。ヒュ

ーストンから飛行機で２時間ぐらいで、手近なところでした。ここはアメリカ人にとって

あこがれのリゾート地ということです。論文数は約３５０編、参加者は約４００人ということ

で、ISOPＥよりもやや少なかったですけれどもだいたい例年どおりの規模で活発に行われ

たように思います。同じくＳARSの関係で論文がキャンセルになったものがいささか出た

ことは残念でありましたが、それが大会全体の運営に響くほどのことはなかったように思

います。

次回はカナダのバンクーバーで行われます。バンクーバーの主催者の準備団は白いユニ

フォームを着てはりきって準備をしていて、なかなか期待がもてる、意欲をもってやって

いる感じを受けました。バンクーバーの次、再来年はギリシヤで行われることが決まって

います。

今年のＯＭＡＥの中心課題はデイープウォーターの関連で、ＶＩＶだとかが大いに注目を

集める課題だと思います。それから、日本が中心的にオーシヤンスペース．ユーテイライ

ゼーションという一つのシンポジウムを形成して、海洋環境の保全の問題やＶＬＦＳの問題

の討議をもちました。発表者は日本人が多かったのですが会場には著名な外国の研究者も
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たくさん集まっていただいて、日本の国内でやるディスカッションとはまた一味違ったデ

ィスカッションができて大変良かったと思います。

来年にもオーシャンスペース・ユーティライゼーションを引き続きやります。バンクー

バーはとても良いところですし、日本からも近いのでぜひ来ていただきたいと思います。

もう一つＯＭＡＥの主催者としては、来年のトピックスとしてナチュラルガスのオフロー

ディングやローディング等のシステムの問題を取りあげていきたいと言っております。

LNGタンカーのオフローディングということで特別な工夫についての議論を日本の船会

社の方々にもぜひ集まっていただいてやろうという準備をしています。大変簡単ですが以

上です。

●司会（池上）何かご質問等はございませんか。どうもありがとうございました。

それでは続きまして日本建築学会所属で大成建設の、また本日本海洋工学会運営委員の

野口憲一さんにお願いします。

●野口建築学会の野口でございます。建築学会は隔年にシンポジウムを行っています。

今年はその第３回にあたります。ぜひ皆さんに参加していただこうということで今日はご

説明させていただきます。

今までに第１回、２回を隔年で行っていて、「海洋建築と空間利用シンポジウム」とい

う総合タイトルで、その中でも今回は「モバイル海洋建築」という主題でやろうとしてい

ます。モバイル・アーキテクチャーというのは陸上にもありますが、海洋はモバイル・ア

ーキテクチャーを建設するには非常に好都合なところだろうということです。浮遊式の海

洋建築物といったものは海でいえば海の上で動く建築だといえると思い、今回は「モバイ

ル海洋建築」というタイトルにしたわけです。

ここに今回のプログラムを挙げましたが、趣旨説明は別にしまして、主題の中のテーマ

は「海の上の住宅」で、これは東京理科大学の市川先生に東南アジアの海上住居について

いろいろお話を伺うことにしています。その次が「浮かぶコンクリート」で、コンクリー

トの船から最近のコンクリートの人工地盤についての話です。これは私が担当します。そ

れから「海上の長期滞在による心と身体への影響」ということで、旅客船、あるいはタン

カーといった非常に長期間の航海の中での船上生活について、中でも人間の特に心、身体

への影響といったものをお話ししてもらうことにしています。これは日本郵船の方にお願

いしていますが、まだ具体的に講師の名前は挙がっておりません。その次は「深海の世界

と海中居住」で、上下方向の海中移動について、これは海洋科学技術センターの山口さん

にお願いしています。その次の「モバイル・アーキテクチャー」は陸上のモバイル・アー

キテクチャーで、これは建築家の視点からということから武蔵工業大学の手塚先生にお願

いしています。

その後、今の５人の講師によるパネルディスカッションを行い、今後、海洋建築の中で

モバイル・アーキテクチャーがどう位置づけられるかといったことを討論していく予定に

しています。

主催は日本建築学会の海洋委員会です。日時は今年の１０月１７日（金）の午後です。東

京・三田にあります建築会館の会議室で行います。交通はＪＲ田町駅か地下鉄の三田駅で
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す。参加費は学会の会員が3,000円です。それから登録メンバーですが、建築学会も能力

開発支援制度というものができておりまして、その支援制度に登録された方のことです。

これは4,000円、会員外が5,000円、学生が1,000円です。賛助の学会会員も会員と同様

に扱うのかは確認しておりませんが、そのようになっておりますので、ご興味のある方は

ぜひ１０月１７日にご参加願いたいと思います。

●司会（池上）何かご質問はございませんでしょうか。野□さんどうもありがとうござ

いました。

続きまして土木学会から日本大学の、また本日本海洋工学会運営委員の遠藤先生よろし

くお願いします。

●遠藤土木学会に所属しています遠藤と申します。土木学会関連の国内講演会報告をさ

せていただきます。土木学会には二つの委員会がございまして、一つは海岸工学委員会、

もう一つは海洋開発委員会です。海岸工学委員会主催の海岸工学講演会は本年１１月１７～

２０日までの４日間、斜め向かいの中央大学会館で行いますが、本年度は５０周年記念大会

ということから、初日には海外の講師をお招きして講演を行います。

もう一つは、すでに行われました第２８回の海洋開発シンポジウムの報告です。毎回、

海岸工学委員会と海洋開発委員会は､それぞれ１回ずつのシンポジウムを開催しています。

本年度は海洋開発シンポジウムということで､金沢市の石川厚生年金会館で開催しました。

発表論文数１３１編、参加者は延べ約３００名です。プログラムは２日間にわたっています。

海洋開発委員会では主として実務に関連したところを焦点にしていこうという考え方があ

ります。そういう観点から論文発表会のほかに、特に時間を取って特別セッションを設け

ています。昨年は四つの特別セッションを並列で行いましたが、並列で行うと参加できる

方が限られてしまうということで、本年は初日の午後を３時間ずつの二つの時間区分に分

けて二つのセッションを開催しています。

主とした内容は、やはり実務に関連したことを主におくということで、昨年からやって

いました海洋関連を中心とし、今年度は設計ツールとしての新しい数値解析の応用という

ことで、具体的に解析された設計ツールをどのように実務に応用するかというテーマが－

つです。それから実務関連としては、海上埋立てを支える要素技術と環境保全技術という

ことで、これも護岸や防波堤などの海岸構造物に適当な条件を与えれば藻場の造成などに

も十分適応できるということから、海岸保全技術を今後の海面埋立て事業等に活用してい

くために必要な項目を議論します。三つ目は環境関連、自然共生事業ということで社会的

な合意形成をどう図るかということが大きな課題でした。これは昨年度議論した継続のよ

うな形で行っているのですが、干潟等が環境保全に重要であるということが議論されて、

そのときに残された課題としてはやはり環境技術に関する科学的な議論の場、あるいは合

意形成をどうしたらいいかということで、合意形成のための役割分担等についても話をし

ています。

それから地域関連ということで身近な問題としては､油流出事故の環境影響および対策、

特にナホトカ号を具体的な事例に挙げて、この事故によって日本海沿岸の広域に重油が流

出したわけですが、流出事故への対応に多くの課題があったことから、特にこれからは流
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出事故に対する社会全体としての最良の対策の実現を目指して個々の対策等についての議

論を行ったということです。

毎年この論文の受付は２月にアブストラクトを受け付けて、４月に本原稿となっていま

すが、来年は７月７日と８日に沖縄で開催することになります。どうぞ皆さん奮ってご応

募いただきたいと思います。

学会報告は以上ですが、本日の日本海洋工学会の会計監事をしております立場から少し

ご報告させていただきます。お手元に黄色と青色の賛助会員への参加をお願いしている文

書があると思います。これはこの会に参加していただいている方々の会費をいくらかでも

軽減しようということで、シンポジウムを格安の会費で３年の間ご参加いただこうという

趣旨です。すでに大勢の方が賛助会員に参加していただいています。こういう賛助会員証

ができましたので本日お渡しさせていただきます。例えば今日参加いたしますと、３３回

パネルまでの参加費が免除されるということです。会の案内と重なりましたが以上です。

●司会（池上）遠藤先生のご報告について何かご質問はありませんか。ありがとうござ

いました。

最後に石油技術協会所属で、また日本海洋工学会運営委員の東京大学の増田昌敬先生に

お願いします。

●増田石油技術協会から、関連の報告をさせていただきます。

一つは、入口に「マリック生産調査丼プログラム国際会議開催のお知らせ」という一枚

ものを用意しております。お持ちでない方がおられましたらあとでお渡しいたします。こ

れは国際会議ですが、２００２年にカナダのマリックのマッケンジーデルタで永久凍土地域

のメタンハイドレートを掘削して、熱を地下に加える方法でガスをメタンハイドレートか

ら生産しました。日本も含めた５カ国の国際共同事業で行われたのですが、ファンドした

ところ以外にまだデータを公表してはいけないという守秘義務がありますので実際にはま

だデータを出していません。今年２００３年１２月８～１０日にニューオータニでシンポジウ

ムが開催されるのですが、これがデータを初めて公表するシンポジウムになります。ホー

ムページがありますので、インターネットにつなげれば会議参加登録ができます。

どのようなセッションがあるかといいますと、生産試験の結果、シミュレーションした

結果との比較、実際にガスを生産しているときに地層の温度がどのように変化するかを測

定した結果、その他諸々の地質学的な計測データ、坑井間トモグラフィーを地震探査で得

た結果等が発表されます。主催は石油公団です。このような構成になっています。

参加費は少し高いのですが、コンソーシアムに参加されている方と、実際に事業のスポ

ンサーであったＩＣDＰ（国際陸上科学掘削計画）の参加者は参加費が無料です。外部から

参加される場合は１人当たり６万円で参加できます。特に制限はありませんので、今これ

はホームページにアクセスできるようになっています。もし興味がありましたらぜひご参

加ください。続けて簡単に概容だけを説明します。

場所はカナダのマリックのマッケンジーデルタです。どのようなテストをやったかとい

うと、地下に井戸を掘ってケーシングを設置し、坑井の中に温水を循環して、ハイドレー

ト層に熱を加えます。熱を加えてやるとハイドレートが分解してきて坑井からガスが出て
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きます。実際に出てきたガスを燃やしたのがこの写真です。実際に加熱してガスを生産し

ている間にハイドレートはどのぐらいの飽和率が地下にあって、生産している時に温度が

どういうふうに変化したかということを光ファイバーのセンサーケーブルを使ってデータ

を取りました。このようなデータが出ています。それからいろいろラボでやった実験等が

説明されます。

もう一点は報告です。今年の６月２～５日にかけて、国際ガス連盟主催による「第２２

回世界ガス会議」が東京ビッグサイトで行われました。メインテーマは「環境調和型の未

来を目指して」というテーマで、実際の会議には5,000人の参加と大きな展示会がありま

したが、そこには世界７３カ国から主にガス関連企業や研究機関の団体等から参加があっ

たようです。世界ガス会議は参加費が非常に高いということで、個人で参加するよりも政

府機関やガス会社からの参加が多いのですが､展示会が今回は非常に大きな規模で行われ、

3万人が参加しました。

日本の会社からは天然ガス鉱業会が日本の幹線パイプラインがどういうふうにあるのか

や、日本のガス田の分布を展示しました。あとは京葉天然ガスのグループが千葉の水溶,性

天然ガスの話を、帝国石油株式会社が新潟の火成岩貯留層において水圧破砕をして成功し

たという話と、枯渇したガス田を利用した地下貯蔵についてブースを開いています。それ

から石油資源開発株式会社がサハリンパイプラインのプロジェクトと、北海道での探鉱事

業等についてブースを開きました。三井造船のブースではガスをハイドレートにして輸送

するといった技術を紹介し、その他は天然ガスに関係したもので、当然天然ガス自動車な

どについても展示があり、大きな催しとなりました。以上、二点の報告をさせていただき

ました。

●司会（池上） 何かご質問はございますか。増田先生どうもありがとうございました。
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我が国の地震モニタリングシステム

岡田義光

独立行政法人防災科学技術研究所企画部

1.はじめに

１９９５年１月１７日に発生した阪神・淡路大震災を受けて，我が国では地震に関する調査観測体制を

抜本的に立て直すべく，「地震調査研究推進本部」が新たに設立された．同本部の当面の目標は，地震

発生の長期的な評価と，全国を概観した地震動予測地図の作成に置かれ，このために必要となる施策

として「地震に関する基盤的調査観測計画」が1997年８月に策定された．この計画では，以下の項目

について全国的に偏りなく実施し，その成果は広く国民に還元することを求めている．

（１）地震観測

１）陸域における高感度地震計による地震観測（微小地震観測）

２）陸域における広帯域地震計による地震観測

（２）地震動（強震）観測

（３）地殻変動観測（GPS連続観測）

（４）陸域及び沿岸域における活断層調査

本講演では，主として上記（１）（２）の地震観測における最新の状況を述べる．

２．地震観測の最近の動向

地震調査研究推進本部によって，従来の地震観測体制は抜本的に見直され，全国的に地震計を配備

するいくつかの計画がスタートした．一口に地震計といっても，地震による地面の揺れ方は様々であ

る.人間にまったく感じない微小地震では，揺れ幅が0.001ミクロン('(、)レベル，振動数は数10Ｈｚ

程度なのに対し，巨大地震では地面の揺れ幅が２～3ｍ，周期は数１０秒にも達する．このように，地

震動の振幅および周波数の範囲はきわめて広いため，観測対象に応じて目的に合った'性質の地震計が

使用され（図ｌ)，以下のような観測網が構成されている．

震源決定や艫機構解決赴用Mれ…］
数多く発生しているため，短期間のデータでも地下の構ゆっくり速い

造や各地の地震活動度を精度よく推定でき，また，大地 図１地震計の種類
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震の発生に先立つ前震の検知が期待される．

阪神・淡路大震災発生当時，我が国では国立

大学，気象庁，防災科学技術研究所等により約

550点の高感度地震観測施設が稼働していたが，

その分布には地域的な偏りがあった．また，各

機関の運用する観測網のデータは，一部につい

て相互利用する体制がとられていたものの，基

本的には各々の思想に基づいてデータ処理は独

立になされていた．

地震調査研究推進本部では，各地において発

生し得る内陸地震の最大規模を見積もるため，

微小地震の発生する深度の分布を全国的に求め

る方針を立てた.我が国では,内陸地震の発生す

る深さの下限は通常１５～20km程度であり，これ

らの震源を精度良<決定するためには，１５～

201ｍ間隔で地震計を設置する必要があるので，

全国では約１２００点の高感度地震観測施設が必

要となる…そこで，観測の空白地帯となってい

た地域を中心として新たな観測施設の整備が進

められることとなり，その作業は防災科学技術

研究所が担当することとなった．2003年４月現

在，６９６箇所の新設観測点が稼働しており，こ

の新しい高感度地震観測網はHi-net(High

吊りワイヤ

信号ケーブル

固定器

ケーブル
シール

保安器

耐圧容器

塾

’
宇
田

！
高感度地震計

強震計

：曇 スクリュー式
方位騨宗器

着底検出器

図２高感度地震観測施設(Hi-net＆KiKnet）

SensitivitySeismographNetwork)と呼ばれている．

一方，地震データの処理に関しては，阪神・淡路大震災以降，各機関の既存観測点データが気象庁

へ集約されるようになり，1997年１０月からは気象庁による一元的なデータ処理が公式に開始された．

新設されたHi-net観測点のデータも，順次この処理体制に組み込まれている．

図３は，高感度地震観測データの流れを示したものである．データ伝送はＮＴＴのフレームリレーと

いうパケット通信サービスを利用しているが，このサービスを受けられない地域の観測点については

専用線で中継局にいったんデータを集約したのち，フレームリレー網に接続している．観測網全体は

巨大な計算機ネットワークを構成して

おり，種々の監視や制御を行う基地と

して，東西２つのサブセンターが東京

と京都に設置されている．隣り合う観

測点のデータは別々のサブセンターに

送られるようになっており，万一ひと

つのサブセンターがダウンしても広域

のデータが見えなくなることのないよ

う工夫されている．

このようにして集められた新設観測

Hi-net観測点 ←》》し

フレーム

リレー
」

「

囹幸圭 ザ Ｔ

ｲンターネット

図３Hi-netのデータ伝送
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点および既存観測点のリアルタイム地震波形データは，次の３機関に分配されている．気象庁の現業

部門では，すべての地震データを受け取り２４時間監視を行って，震源速報等を国民にサービスする業

務を実施している．大学グループでは，東京大学地震研究所で受け取った地震データが通信衛星を介

して全国の研究者に配信され，基礎的な研究解析に使用されている．防災科学技術研究所では，すべ

てのデータをアーカイブしてデータベースを作成し，震源分布・震源リスト，各地における連続地震

波形などの各種情報を，インターネットを通じ広く一般に公開している（http://www・bosai・go・jp)．

２．２広帯域地震観測網(F-net）

地面の速い振動から，非常にゆっくりとした振動まで，広い周波数範囲にわたって地動を記録でき

るのが広帯域地震計であり，震源域での断層破壊の様子や地球深部構造の研究に用いられるほか，津

波地震（体に感じる揺れは小さいのに，巨大な津波を起こす特殊な地震）を的確に検知することが期

待されている．良好な長周期記録を得るためには温度変化の影響を避ける必要があるため，地震計は

奥行き数10ｍの横坑奥に設置されている（図４)．

地震調査研究推進本部では，この広帯域地震計を約100kｍ間隔で全国の約１００点に配備する方針を

定め，防災科学技術研究所が整備を進めて

いる．2003年４月現在,７１点が稼働してお

り，この広帯域地震観測網をF-net

(Full-rangeSeismographNetwork)と呼ん

でいる．F-netの各観測点のデータは

Hi-netと同様の方式により収集されてお

り，ここから得られた波形データは，ＣＭＴ

解の自動決定結果等と併せてデータ公開が

2.3ｍ

Ｉ■

露
-河

■－－

＝■クーと再■￣

畔の日勤沃疋粕呆寺と併せてアーグ公開か 図４広帯域地震観測施設(F-net）

なされている．

２．３強震観測網(K-NET）

どんなに強い揺れがきても，それを確実に記録する地震計が強震計である．大きな信号を相手にす

るため頑丈な構造となっており，通常は地表にそのまま設置して，地盤の構造や耐震設計など，主に

工学的な研究に役立てられている．

阪神・淡路大震災以前，我が国には地盤の強震動を全国的レベルで観測する組織的な体制が不十分

であったことを受け,防災科学技術研究所では全国を約20km間隔で覆う1,000箇所の強震観測施設(図

５)からなる強震観測網（K-NET：Kyoshin-Net）を完成させた．２００３年４月現在では，１０３４箇所に

微増している．

高感度地震計と異なり，強震記録は得られる頻度

が少ないため,データの常時伝送は行われていない．

記録は現地でトリガされたものがメモリー収録され，

地震が発生すると，つくばの中央局から観測点に電

話をかけてデータを回収するダイアルアップ方式が

とられている．ただ，この方式では大地震時に発生

する公衆回線の輻較によってデータ収集が妨げられ

る難点があるため，トリガ収録された記録を現地の

側から送り出すダイアルアウト方式への切替えを実

施中である．集められた強震波形は，加速度分布図

Uｌ

図５強震観測施設(K-NET）
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や各観測点の地盤情報などと共に，広く一般に公開されている．

なお，強震計に震度を計算する機能を付加したものが「震度計」である．我が国では，もともと全

国約150箇所の気象官署において職員がレポートする形で震度を定めていたが，震度報告の迅速化や

高密度化に対処するべく，1993年北海道南西沖地震の頃から機械により震度を計測する方式の導入が

進められてきたが，阪神・淡路大震災の翌年４月には「計測震度」への完全な切替えがなされ，震度

計の設置箇所は300点となった．その後も震度計設置の努力は続けられ，２００３年４月現在，気象庁の

運営する震度計は600点となったほか,地方自治体が設置する２８００点の震度計データも気象庁に集約

されるようになっている．

２．４地中強震観測網(KiK-net）

２．１節に述べたHi-net観測点では,高感度地震計と一緒に強震計も地下に併設されている．また，

同時に地表近くにも同じ型の強震計が配備され,地中と地表の強震計によるペア観測がなされている．

両者の強震記録を比較することにより，地下からやってきた地震による強い揺れが地表付近では地盤

の影響を受けてどのように増幅されるのかといった問題を解く上で，このような観測記録は大変に貴

重なものとなっている.基盤的調査観測計画に基づく強震観測網という意味で,これをKiK-net(Kiban

Kyoshin-net）と呼んでいる．データの収集は，K-NETと同じくダイアルアップ方式がとられており，

得られたデータは，K-NETと同様にインターネットを通じ広く一般に公開されている．

図６は，防災科学技術研究所が２００３年４月現在運営している地震観測施設の分布を示す．なお，

ここでKanto-T1okaiとあるのは，防災科学技術研究所が旧来から関東・東海地域で運用を続けてきた

高感度地震観測網である．
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図６防災科学技術研究所地震観測網（2003年４月現在）
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３．基盤的調査観測と重点的調査観測

前節では，地震観測網の状況について説明を行ったが，地震現象のモニタリングにとって重要なも

うひとつの項目として地殻変動観測がある．とくに近年のＧＰＳ観測技術の進展はめざましく，我が

国の地表変形の様子を刻々と追跡することが，夢ではなくなってきている．基盤的観測としての全国

的なＧＰＳ連続観測は国土地理院によって担われており，２００３年４月現在，全国を約２０ｋｍ間隔でお

おう1200点からなる観測網（GEONET）が稼働している．地震データと同じく，ＧＥＯＮＥＴから得

られるＧＰＳ観測データも，各種解析結果とともに広くインターネット公開されている．

阪神・淡路大震災以降の努力が実り，基盤的調査観測計画に基づいて全国を均一な密度でカバーす

る地震・地殻変動の観測網整備は，その初期目的がほぼ達成されつつある．そこで，地震調査研究推

進本部が次の目標としてめざしている地震モニタリングシステムの拡充は｢重点的調査観測｣である．

現在，同本部では，平成１６年度末を目途として，全国を概観した地震動予測地図の作成を急いでい

る．これは，我が国でこれから予測される地震に対して，ある地域がある期間内にどの程度の地震動

を受ける可能I性があるかを示すものである．これにより大きな被害が高い確率で予想される地域につ

いては，その原因となる地震に対して特別に重点を置いた調査観測体制を敷くこととしている．

地震動予測地図の作成は現在最終段階に近づきつつあるが，その完成を待たずして，明らかに重点

的調査観測の対象となることが予想される２件については，先行的にパイロット的な重点的調査観測

がすでに実施に移されている．それは，海溝型の地震として今後３０年以内の発生確率が９９％とされ

る宮城県沖地震と，内陸型の地震としてはもっとも高い発生確率が算出されている糸魚川・静岡構造

線断層帯の牛伏寺断層付近の地震である．両地域では，詳細な地殻構造調査や稠密なＧＰＳ観測等が

現在行われている．

４．東海地震・東南海地震・南海地震

地震調査研究推進本部の地震調査委員会長期評価部会では，次の東南海地震・南海地震の今後５０

年間における発生確率を８０～90％と試算し，重点的調査観測と同様の考え方により，これらの地震に

向けた観測体制の強化を検討しつつある．震源域が陸にかかる東海地震と異なり，東南海・南海地震

の震源域は海域が主となるため，海域における各種観測の必要性が叫ばれている．ケーブル式海底地

震計の敷設や，自己浮上式海底地震計による地震活動度調査に加えて，ＧＰＳと海中音響測距を組合わ

せた海底地殻変動観測の実施や，海底地形・地質調査の推進が計画されている．

ところで，「明日起きてもおかしくない」と言われてからすでに３０年近くを経過した東海地震はど

うなっているのであろうか.東海地域の各種データを見ると,ひずみの蓄積は相変わらず続いており，

「いつかは起こる」ということだけは間違いない．大規模地震対策特別措置法が１９７８年に施行され

て以来，微小地震観測網の強化，体積歪および傾斜観測網の整備，水準測量の高頻度化など，様々の

観測体制強化がなされ，四半世紀にわたってデータの蓄積がなされる一方，ＧＰＳなどの新技術を用い

た観測項目も追加されてきた．これらの地殻活動観測結果によれば，１９８０年代初頭から１０数年の間

はデータに特別な変化が見られず，定常的な状態が続いていたが，１９９０年代末期頃からは各種の明ら

かに異常と思われる変化が現われてきた．

図７は，各観測項目における異常変化を同一時間軸上に並べた模式図を示している．ＧＰＳで捉えら

れた浜名湖付近のスロースリップ現象，御前崎付近の沈降の鈍化傾向，微小地震活動の静穏化，富士

山直下の低周波地震の急増等が一斉に現れてきている．これらは明らかに異常と思われる現象である

が,異常と前兆とは異なる．精密なデータが得られている期間は最近の２０年間ほどでしかないため，

－４６－
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図７束海地域で最近観測されてし)る各種の異常．

上向き・下向きの白抜き矢印は地震活動の活発化・

静穏化を示す．

図８プレート沈み込みに伴う大地震

発生のシナリオ

現在観測されている異常現象については，１５０年ほどの地震サイクルの最終段階に我々がたまたま遭

遇しているのか，それとも２０～３０年ごとに現われる自然現象の単なるゆらぎを見ているのにすぎな

いのか，我々は判断する術をもっていない．

最後に，これらの異常変化に対する一解釈を示す（岡田，2003)．図８に示すとおり，プレートの

沈み込みによって固着域の上盤と下盤では岩盤が変形し，ほぼ一定の割合で応力が増加していく．こ

れに伴って，ほぼ一定のペースで定常的な微小地震活動が続き，また地殻変動については，内陸向き

の水平変動と陸側の沈降とがほぼ一定の速度で進行する．最後に上盤側が跳ね返ると大地震の発生と

いうことになるが，すべりの摩擦特'性に関する実験的研究や，地震の発生に関する理論的研究の進展

によって，最終的なすべり破壊に至る前には「プレスリップ」と呼ばれる段階が存在することが明ら

かとなってきた．

この段階では，固着域の一部が部分的に緩むことによって，上盤や下盤の応力状態がやや緩和され

るため，全体としての地震活動は低下し，静穏化現象が現われる．ただし，局部的には応力の不均質

な集中や緩和が生じるので，地震活動の活発化域と静穏化域とがまだら模様になって現われてくる．

一方，地殻変動としては，部分的な跳ね返りによって海溝向きの水平変動と隆起方向の上下変動が加

わるため，それまでの内陸向き水平変動や陸側の沈降は速度が鈍化することになる．東海地域で現在

観測されている種々の地殻活動異常は，上に述べたプレスリップの考え方と，少なくとも定'性的には

符合していると思われる．
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図の説明

図１地震計の種類

図２高感度地震観測施設（Ｈｉ･net＆KiKnet）

図３Hi-netのデータ伝送

図４広帯域地震観測施設（F-net）

図５強震観測施設（K-NET）

図６防災科学技術研究所地震観測網（2003年４月現在）

図７東海地域で最近観測されている各種の異常.上向き･下向きの白抜き矢印は地震活動の活発化.

静穏化を示す．

図８プレート沈み込みに伴う大地震発生のシナリオ
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地震後に求められる港湾・空港機能と耐震設計

菅野高弘

独立行政法人港湾空港技術研究所地盤･構造部構造振動研究室

１．はじめに

本報告では港湾施設や空港施設の地震時の役割について，平成７年兵庫県南部地震時の実態から整

理し，求められる機能を維持すべ<耐震設計に反映させ，運用面で対処していることについて事例を

紹介する。

２地震後に求められる港湾・空港機能とその対応

地震直後からの対応について時系列的にまと

めてみると図１］のようになる．

--次調査：外観（目視）調査を中心として管理

区域内の施設全体にわたる被災状況を把握する

ために実施する．このため，調査準備（移動手

段確保）＞現地踏査＞管理区域全体の被災状況

の初期把握＞各施設の被災程度の判定を行う．

港湾におけるケーソン式岸壁の場合には，上部

ｒ及びケーソン本体の沈下･傾斜・はらみ出し．

ひび害'１れ，ケーソン背後の沈下・ひび割れ，段

差・噴砂，前面泊地の落下物・マウンド変状に

注目し踏査を行う．被災程度は，無被災ｏから

全壊ｉｖまでの５段階程度に区分する．特に上部

工の移動量は，調査も比較的容易で被災程度の

判定に適した指標であり，被災程度を分類し，

緊急・暫定使用の可否に用いる耐震強化岸壁

（設計震度が他の施設と比較して大きく設計さ

れた，地震直後に機能する岸壁）の場合には，

AAA

涼
図１．１地震発生から本格復旧までの流れ

この－次調査後に緊急・救援活動支援のために供用を開始することになる．

三次災害の可能性の有無 二次災害としては，余震によるもの及び台風等による高潮，高波浪による

越波・海水進入が挙げられる．被災した構造物は一般に耐力が低下しており，そのまま放置すること

によって被災が進行することが予想される．この様な施設に対しては二次災害を防止するための施設

管理上の緊急措置を講じるなどの対応が求められる．

緊急使用の要・不要の判定 平成７年兵庫県南部地震においては，地震直後から救援物資の搬入，救

住民の避難所として船舶及び港湾施設が機能した．また，陸上交通が麻援・医療チームの基地，被災住民の避難所として船舶及び港湾施設が機能した．
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庫状態に陥った際には，港湾のオープンスペースを用いたヘリコプターによる輸送や，関西国際空港

への航空機輸送十船舶による輸送が用いられたこのため，岸壁の被災状況や前面泊地の状況，背後

のアクセス網の被災程度を勘案し，緊急復旧仮工事の対象岸壁を決定する．

補足調査：緊急復旧仮工事の対象岸壁の選定のために補足調査を実施する．この際，工事に使用する

重機（バックホー等）の手配・アクセスが重要なポイントとなる．

－２次調査：一次調査において被災が確認された岸壁について，被災原因の究明，緊急復旧工法・本格

復旧工法の選定などを目的として，より詳細な二次調査を実施する．特に大規模な地震の場合には測

量基準点も移動しているものと想定されることからＧＰＳ等による絶対変位量を測定する必要がある．

緊急・暫定使用の判断 :被災した岸壁の残存耐力がどの程度残っているかを確認した上で，利用者と

の調整・背後のアクセスなどを勘案し決定する．緊急・暫定使用における優先順位は緊急度・重要度

などを勘案して以下に示す事項などから定める．

・二次災害の予防及び被害拡大の防護につながる工事

・被災直後の救援物資，災害復旧資機材などの荷揚げ岸壁確保

・市民生活のため，遮断された陸上交通を補完する海上交通ターミナルとしての岸壁の確保

・船会社からの要請による岸壁の確保

・短期間で復旧が可能であり，復興の核となる岸壁に関る工事

・背後の幹線道路などへのアクセスが確保されている岸壁

緊急復旧仮工事：地震直後の救援物資などの受け入れのため，緊急使用が可能とみられる岸壁につい

て必要最小限の機能を確保するために実施する．救援物資や災害復旧資機材の受け入れのための岸壁

は，岸壁の被災程度や前面泊地の状況を勘案の上，速やかに対象岸壁及び復旧工法を決定する必要が

ある．復旧方法としては沈下部分への土砂・採石による埋め戻し及び仮設防舷材の設置などの比較的

軽微な施工で機能確保を行う．

暫定復旧工署：本格復旧前に使用を開始しなければ民生安定上及び産業活動上重大な支障を及ぼすと

判断される場合に，暫定使用を目的とした緊急復|日工事を実施する．対象施設は，被災状況・使用者

の要望度・背後の道路等のアクセスの有無・代替施設の有無等を勘案して選定する．また，ｒ専用貸し

付け方式が取られているコンテナターミナルなどについては，共同利用を円滑に行えるように関係者

間で協議する．なお，耐震強化されたコンテナターミナルについては，協定書によって地震直後に公

共コンテナターミナルとして機能するようにしている．

本格復旧工事:_暫定使用した施設を含め，対象地域内の施設の機能低下を最小限とした本格復旧工事

を実施する．この際，原型復旧のみならず，時代背景に合ったリニューアルの復|日思想も考慮する．

また，陸上部の復|日に伴う瓦礫等の受入れにより，被災地域全体の復旧を加速する．

３平成７年兵庫県南部地震以降の耐震設計

昭和３０年代から４０年代の高度経済成長時代に，港湾や空港を含め多くの社会基盤施設が急速に整

備された．これらの社会基盤施設が充足しつつある昨今，平成７年兵庫県南部地震という，従来の耐

震設計体系では対象外であった極大地震に対応する必要`性が出てきた．

従来の耐震設計は，設計対象の施設の供用期間（５０年程度）に１回発生する程度の地震動に対して

安定性を確保することを主眼としてきた．港湾・空港施設では，概ね再現期間７５年程度の地震動を

設計震度として用いてきた．一方，再現期間が数百年から数千年という地震動に相当する［平成７年

兵庫県南部地震」のような地震については，考慮なされていなかった．しかし，地震による多数の死
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者，社会基盤施設の損傷・崩壊による住民生活への影響・経済への影響等が甚大であったことから，

耐震設計において２段階の地震動（レベル１，レベル２地震動）を考慮することとした．レベル１は

従来考慮してきた地震動に相当しレベル２地震動は再現期間４７５年程度の地震動とした。レベル２

地震動の場合，従来の耐震設計思想のように安定'性を保つことは不合理であり，施設の損傷を許容す

ることになる．すなわち，設計対象施設の重要度や人命に関係するか否かなどを考慮し，想定される

地震時に許容できる損傷程度を「耐震'性能」として規定し，設計を実施する．このため，耐震性能を

評価するために地震応答解析や模型振動実験による性能評価が必要となる．

４・東京国際空港における耐震性向上事例

東京国際空港（羽田空港）は，昭和６年８月２５日に我が国初の国営民間航空専用飛行場（東京飛

行場）として300ｍ×15ｍの滑走路が開設された。第二次世界大戦後米国から返還され「東京国際空

港」となった昭和２７年以降，航空機の大型化，航空需要の増大に伴って埋立てにより拡張されてき

た．

埋立て地で問題となるのは，昭和３９年新潟地震を契機に注目されるようになった「液状化現象」

である．通常は堅固な地盤と思われていた砂地盤が地震時に液体状に変化し，重い構造物は沈下し，

軽い地中構造物は浮上，傾斜が有る場合には低い方向へ流動する現象である．

現在の羽田空港には，Ａ～Ｃの二本の滑走路があるが，図４．１に示すようにＡ及びＣ滑走路を主に

Ｂ滑走路を横風用として使

用している．Ａ滑走路，Ｃ

滑走路に次いでＢ滑走路を

施工しており，Ｂ滑走路の篭《
艶

みが液状化対策を施せた．～ぐ
ふ
職

但し，lH寺間当たり２８回己（
重

程度の離着陸のある空港で

あり，図４．１の□部分は

昼間施工が可能であったが，
！;Ⅱ；

Ａ滑走路との交差部；由（
（■■）については，施工

が夜間の数時間に限られ，

Ａ滑走路の機能を維持しな

圃蕊徽鰹

ﾛ■■28■■■

■、、ニ
ーーーー

■■泡盛改園函豚

［遷都既設鋪装直下の地盤改自

露顕地下大型構造物上部の地盤改良
がらの施工であり，ゲルタ ンド雛

イムの長い薬液による浸透
図４．１束京国際空港における地盤改良施工域

固化工法等により地盤改良

を実施した．また，Ａ滑走路の西側平行誘導路を滑走路並の高規格として地盤改良を実施し，万一の

場合には航空機の離着陸が可能である。

５コンテナ専用埠頭の耐震性向上

５．１設計体系

近年，輸出入貨物のコンテナ化が急速に進み，現在ではその玄関口となるコンテナターミナルの担う

役割は大きく，我が国の経済活動の拠点としてその重要度は極めて大きなものになっている．我が国
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の港湾における取り扱い貨物量は，１９７０年代のコンテナの出現により急激に増加した．以降も増加の

一途をたどり，現在の取り扱い貨物量は１９５０年の３０倍程度まで膨れ上がっている1)．

そうした中，平成７年兵庫県南部地震により，国際物流の中枢である基幹的港湾が長期間に渡り機

能停止に陥ってしまった２)．以降，耐震強化岸壁の整備が急務となっている．このため，技術基準に

耐震'性能の概念が導入され，コンテナ専用埠頭岸壁の場合には上載するコンテナクレーンの様な荷役

機械も一体として検討する必要性が生じるようになった３)．しかしながら，コンテナクレーンは厚生

労働省のクレーン構造規格（告示）に基づき重工メーカーが設計・製作している一方で，岸壁は土木

技術者が，国士交通省の「港湾の施設の技術上の基準・同解説」３）を基に，設計・施工しているのが

現状である．

５．２実験による動的相互作用と脱輪現象の把握

コンテナ岸壁の構造形式には重力式，矢板式，桟橋式等があるが，中でも桟橋式岸壁は，コンテナク

レーンの固有周期が桟橋のそれと同程度であるため，他の構造形式に比べて顕著な相互作用があるも

のと考えられる．

（１）桟橋の概要

一般的な桟橋式岸壁の断面図を図５．１に示す．複数本の鋼管杭によって桟橋上部工が支えられている

構造である．主に上部工は鉄筋コンクリート製で，鋼管杭と上部工は剛結されている．標準的な上部

工重量は，１ブロック当たり約17,500kＮであり，固有周期は０．４秒から０７秒のものが多い4)．

（２）コンテナクレーンの概要

一般的なコンテナクレーンを図５．２に示す.脚スパン３０ｍ程度のコンテナ専用船に対応するもので，

一般的にスーパーガントリークレーンと呼ばれている．クレーンの重量は約１０，０００kＮで，固有周期

は２．０秒程度である5)．

Ｏ６１６１６１６１６１
－－

Ｉｈ４ lＬＬＩｉｌ

図５．１直杭式桟橋図５．２コンテナクレーン

５．３模型振動実験について

前述したような一般的な桟橋とコンテナクレーンの動的相互作用の影響を検討するため，１/１５模型

を作製し,三次元振動台を使用した模型振動実験を行った｡実験模型と振動台の全景を図５３に示す．

両者の動的相互作用を把握するために，主に次の３種類の実験を行った．

①桟橋単体加振実験

②コンテナクレーン単体加振実験
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③両者の連成実験

また，動的相互作用に関する実験と並行

して，大地震時のコンテナクレーンの特徴

的な被害形態である脱輪現象を把握する目

的から，クレーン模型が脱輪するまで入力

加速度を段階的に大きくする加振実験も行

った。各実験に対する入力地震波には，港

湾施設の設計で一般的に使用される１９６８

年十勝沖地震の八戸波,１９７８年宮城県沖地

震の大船渡波,１９９５年兵庫県南部地震のボ

ートアイランド地表波(PI波)の時間軸を，

相似則に合わせ､/T7T三に短縮した波形を使ｆＩＥｌＩ以則に合わせＶl／１５にｿ巴栴し7こ仮ﾌﾟ杉を1史 図５．３実験模型と振動台の全景（単位：ｍ、）

用した．

５．４実験により明らかになったこと

桟橋・クレーン連成模型の実験は，各単体模型の実験で用いたものと同じ入力地震波を用いて，桟

橋上部工の応答加速度，応答変位，杭頭の発生曲げモーメント，クレーン重心位置の応答加速度，脚

部の発生曲げモーメントを計測した．また,得られた結果と各単体模型の結果と比較･検討を行った．

その結果，連成模型における桟橋応答およびクレーン応答は，ほとんどのケースにおいて単体模型の

応答とは異なることが判明した．これらの単体模型と連成模型の応答の差異は，単体模型と連成模型

における固有周期の違いに起因している．地震時には，桟橋とクレーンの間に動的相互作用があり，

共振点が変化することにより応答が変化するものと考えられる．

また，実験からコンテナクレーンは，概ね図５．４に示すようなプロセスを経て脱輪することがわか

った。まず，（a）海側方向に働く加速度により，桟橋上部工とクレーンの上部構造が海側に変位する．

(b）変位が最大になると，陸側脚が浮き上がり海側に傾く．（c）海側脚は荷重負担が大きくなり，脚に

曲げ変形が発生する．（d）陸側脚はレールから海側に離れた位置に着地，脱輪する．

=:二F二】
．

桟橋上部エとクレーン上部ﾈ肴
造が海狽ﾘに変位する。

陸側脚が;竿き上がり海側
に{頃く゜

奇苞
(c）

陸{則脚はレールから海狽ﾘに海狽Ｉ脚の荷重負担が大きくな
離れた位置に脱輪する。 り、曲'ず変形が発生する。

図５．４クレーン脱輪のプロセス

－５３－



５．５数値シミュレーション解析

コンテナクレーンと桟橋の動的相互作用やコンテナクレーンの地震時における脚の浮き上がり現象

等に対する検討を行う場合，今回行ったような模型振動実験は非常に有効な手段である．しかしなが

ら，実際に設計・検討を行う際，その都度実験を行うことは経済的・時間的に困難である．そのため，

設計では数値解析を行うことが一般的であり，実現象をよくシミュレートできる解析モデル・手法が

必要となる．そこで，本章では，合理的な数値解析手法を提案し，実験結果との比較検討から解析の

妥当性を検証した．簡便な方法として，①桟橋式岸壁およびコンテナクレーンをバネと質点で表現し

て質点の地震時応答を検討する方法(簡易モデル解析)，コンテナクレーンの脚の浮き上がり現象を伴

う場合の解析方法として，②３次元有限要素モデルによる非線形過渡応答解析（詳細モデル解析）の

提案を行った．

（１）簡易モデル解析

図５．５に簡易モデルの概念図を示す．図に示すとおりコンテナクレーンおよび桟橋式岸壁をそれぞれ

バネ，ダッシュポット，質点で簡便に表現する解析モデルである．

クレーン単体応答

ン応答

型PQQに

答

鰯橘野１月

胃盾１膚

(ｃ）２質点系モデル(ａ）モデル概念 （ｂ）１質点系モデル

図５．５簡易モデルの概念図
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（b)２質点系モデルによる解析結果

図５．６クレーン応答加速度波形の比較（八戸波入力）
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入力地震波は桟橋モデル下端に設けた仮想固定点に入力する．ここで，仮想固定点とは港湾の桟橋式

岸壁の設計に一般に用いられる修正震度法において，１質点系のモデル検討を行う時に使用されるも

ので6)，桟橋応答を比較的精度よく表現できる．また，地震波の入力方向は，水平方向１方向である．

したがって，実験値との比較を行う場合には，振動台上で計測されたクレーン横行方向の加速度（水

平成分）を入力することとした．

簡易モデル解析では，質点同士は剛結されているためクレーン脚の浮き上がりや滑りを表現するこ

とはできないしかしながら，徐々にクレーンを傾ける静的実験において，クレーンが脱輪した時の

重力加速度（水平成分）と簡易モデル計算による応答加速度を比較することにより，脱輪の有無を検

討することが可能となる．連成模型の加振実験における（入力：八戸波）クレーンの応答加速度を，

簡易モデル解析結果と比較してものを，図５．６に示す．同図より，実験結果の高周波成分を除けば，

両者とも良く一致していることがわかる．

各モデルの実験結果と簡易モデル解析の比較から，簡易モデル解析は，桟橋上のコンテナクレーン

の応答を概ね説明することができ，設計等の実務に対して動的相互作用を考慮した概略検討に使用で

きるものと考えられる．

（２）詳細モデル解析

簡易モデル計算では脚とレールの滑りや脚

の浮き上がりといった非線形現象をシミュレ

ートすることはできないそこで，コンテナ

クレーンの脚の浮き上がり現象を表現すべく，

３次元の有限要素法モデルを用いた非線形過

渡応答解析を行った．図５７にＦＥＭ解析モ

デルを示す．

解析モデルは主に梁要素によりモデル化を

行い，付加的な質量は集中質量要素によりモ

デル化した．脚の浮き上がりや滑りといった

現象を表現するために，脚下端部にＧＡＰ要

し

側

Ｙ

つじ三ａＱ１ｺ)くつ巳ｿ'0ノノーｕソＵ￣，ノJﾑＩＪＩツIｍｐ１ｊＶ－Ｕ｢rlr云乏 図５．７ＦＥＭ解析モデノレ

素7)を使用した．

各種の実験により脱輪現象を起こしたケースについて，詳細解析と比較を行った結果，モデルの応答

を良く表現できていることがわかった．桟橋上のコンテナクレーン重心位置付近の加速度応答につい

て，解析結果と実験結果を比較したものを図５．８に示す．脱輪現象を発生させるため，入力波は八戸

波の加速度絶対値を３倍に拡大した波形を使用している．波形形状，応答値とも良い一致がみられ，

(c)に示した解析による脚の浮き上がりも良く表現できていることがわかる．このように，クレーンの

脱輪現象を伴う場合でも，今回行ったような詳細解析を用いて検討することによりシミュレートする

ことができる。
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（c）陸佃|のクレーン脚における鉛直変位（解析結果）

図５．８クレーンの時刻歴応答比較（加速度，脚変位）

コンテナクレーンの耐震性向上６５．

コンテナ埠頭施設全体を耐震強化施設と考えた場合，コンテナクレーンの脱輪による影響は，地震

後の即時復旧という観点から好ましくなく，経済的・社会的なダメージを与える原因となる．コンテ

ナクレーンの耐震性向上の手法として以下の３手法が挙げられる．

①剛構造設計法（岡'}性補強型）

②制振設計法（地震エネルギー吸収型）

③免震設計法（地震エネルギー遮断型）

また，耐震性向上と合わせて，維持管理が容易であること，岸壁への負荷が小さいこと，極大地震

時に損傷が生じた場合，機能回復が容易であることが求められる．

①の剛構造設計法は，構造物を補強する方法であり，各部材の地震時発生応力が，許容応力度内に

収まるように剛性を上げたり，クレーン下部に重量を付加することにより重心位置を下げて，脚の浮

き上がり等を防止したりするものである．このため，通常のコンテナクレーンの重量が９，０００～

10,000kＮ程度であるのに対して，設計震度を０．２７とした場合には１５，０００～16,000kＮ程度の重量と

なることが試設計で確認されている．

②の制振設計法は，ダイナミックダンパのような質量効果を利用した制振装置を設けたり，粘'性ダ

ンパやアクチュエータなどの減衰機器を設け，構造物の減衰機能を強化したりして，地震時の応答を

抑制する方法である．質量効果を利用した場合，１０，０００kＮ程度のコンテナクレーンの応答を効果的

に制御するためには，相当量の重量を付加する必要があり，クレーン重量の増加は免れないまた，

粘性ダンパやアクチュエータ等の減衰機器は，頻繁な維持・管理が不可欠である
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③の免震設計法は，構造物と基礎の間にボールベアリング，テフロン支承，積層ゴムのような剛性

の低い機構を介在させ，大きな地震力がそのまま構造物に伝わらないようにする方法である．この手

法は，①，②の手法と異なり，クレーン重量の増加も少なく，維持管理も容易である．したがって，

免震設計法が最も合理的であると判断した．

そこで「免震効果を検証するために，

コンテナクレーン（1/１５模型）の各脚

下端部に摩擦型免震装置(高減衰ゴム）

を取り付けた免震コンテナクレーンを

作製し，加振実験を行った。また，得

られた結果を免震装置が作動していな

い場合の結果と比較した．免震装置を

設置した車輪部を図５．９に示す．

免震非作動と免震作動状態の模型に

対して，正弦波を用いた実験ケースの

結果を図５．１０に示す.免震非作動のク

レーンの実験は，クレーン脚が浮き上

がる時点で終了した．免震非作動の場

合には入力加速度の最大値が３．０ｍ/ｓ２

のときにクレーン脚の浮き上がりが生

じている．これに対して，免震作動の

クレーンの実験では，クレーンの脱輪

は確認されなかった．さらに，応答加

速度は，免震非作動のクレーンに対し

て，免震作動クレーンの応答は約５０％

となっており，免震装置がその効果を

発揮していることが実証された.また，

Kフ

図５９免震装置の設置状況
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図５．１０免震装置による免震効果

コンテナクレーンの免震化に関する一連の実験から，免震装置によりレールに作用する鉛直力や水平

力が，最大で約５０％軽減されることが確認

されている８)．

さらに，１/３０の前方斜杭式桟橋（士留一体

型）模型による免震・非免震クレーンの振

動実験結果からも，杭へ作用する軸力およ

び曲げモーメントが５０％以下になること

が確認９)されている．したがって，コンテ

ナクレーンの免震化は，コンテナクレーン

自体に作用する応答加速度，断面力等を軽

減するだけでなく，クレーンが上載する岸

壁に作用する荷重の軽減を可能にし施設

全体の耐震性の向上に役立つものと考えら

れる．

図５．１１免震式コンテナクレーン
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６．浮体式防災基地

浮体式防災基地とは，地震災害時などの緊急時に被災地へ浮体式の防災基地を曳航し、避難生活や

復旧活動を支援することを目的に整備されている．機能としては，大きく三つに区分できる．Ａ）緊

急時人流確保（病人・負傷者の移送等のためのヘリポート機能)，Ｂ)緊急時の物流確保（緊急支援物

資・復旧資材の搬入・一時貯蔵，瓦礫などの搬出)，Ｃ）救援復|日活動支援（救援復|日活動拠点，医療

衛生活動支援）

現在，東京湾，伊勢湾，大阪湾に整備されており，国士交通省が整備し国有港湾施設として港湾管

理者（地方自治体等）に管理委託している．活動範囲としては，例えば，大阪湾ではユニバーサルス

タジオ付近に係留し，常時は港内周遊船，都心アクセス船用の岸壁として利用しており，万一の地震

時には，被災した港へ曳航し防災基地として機能することになる．耐震強化施設は地震直後からの機

能発揮が求められるが，浮体式防災基地は概ね地震発生から１週間以内に曳航され機能を発揮するこ

とになる．（図１．１）

当該施設の法的位置づけは，万一災害が発生した際に港湾管理者等（地方自治体）からの要請によ

り曳航するが，曳航費用等は要請元負担とし，常時管理者との管理委託契約を解除，要請元の港湾管

理者と使用する期間について管理委託契約を締結することとしている．

７おわりに

宮城県沖，南関東，東海，東南海，南海地震の発生確率が高まりつつある現状において，省庁や国・

地方自治体といった違いはあるが，ハード・ソフト両面から対策を進めている．近年，耐震技術が発

展してきているが，高度経済成長時代に急速に整備された既存施設の耐震`性確保が重要な課題となり

つつある．このため，本報告においては，供用しながら耐震'性向上を図る，運用面で補完することに

より全体的な耐震性を確保するなど，従来とは少し異なった視点での事例を取り上げた．
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大規模自然災害に対応する応急・復旧活動のための
移動式防災支援拠点の研究

高橋洋二

東京商船大学流通情報工学課程

１．はじめに

浮体式構造物は，従来から工業・住居・リクリエーション・供給処理施設など海面の有効利

用のために活用されてきた。大都市などでは必要な用地を埋め立てにより生み出すことは次第

に困難になっており，浮体式構造物がその代替的役害'|を担うケースも増えつつある。また浮体

式構造物は，海浜の喪失・海洋生物の死滅・景観の悪化など環境への悪影響を最小限にとどめ

ることができるから，その有用性は今後高まっていくと考えられている。さらに，浮体構造物

は構造上，可動'性・耐震'性などの優れた'性質を持っているが，この点に着目することにより，

これまでにない活用方法も想定し得る。

２．浮体式構造物の特質と活用事例'）

海洋空間利用のための施設としては，一般に浮体・有脚・着底・埋め立ての４方式がある。

そのうち埋め立ては水深の浅い海域に適しているが，水深が深くなるにつれ有脚・着底・浮体

方式が有利となる。とくに浮体式構造物は水深に左右されにくく，設置や撤去が容易で工期の

短縮ができる等の特徴を有している。また，陸上のドックなどで製作し洋上を曳航することが

出来ることから，建設過程においても埋め立て方式のような陸域・海域への多大な環境負荷が

ないし，施設を撤去することにより設置海域の環境を復元し得るため，環境に優しい新たな工

法といえる。環境アセスメントが法制化され，干潟などが住民の反対等で埋立等が困難になり

つつある現在，浮体方式は将来'性に富む海洋空間技術として位置づけられるようになってきた。

浮体式構造物は箱型のポンツーン型と半潜水式のセミサブ型に大別される。わが国では洋上

石油備蓄基地として大型鋼製ポンツーン型,沖縄国際海洋博の海上都市アクアポリスなどセミ

サブ型の実績があるが，海外でもヘリポート・大型橋梁の実例がある。今後,廃棄物処理施設・

空港・港湾物流基地・道路橋梁・アミューズメント施設・原発をはじめ防災拠点などへ広く活

用されることが期待されている。

我が国では1995年から２０００年度まで，主として空港用の大規模浮体式構造物（メガフロー

ト）の実証実験が官民一体となって横須賀港にて実施された。この実験のフェーズⅡ段階では，

長さlOOOm×最大幅121ｍの巨大な浮体式構造物を設置し，実際に航空機を離発着させるなど

数々の実験に成功している。懸念とされていた浮体式構造物下の暗黒海域の出現も，生態系に

大きな変化はないとの結果であった．今日では，メガフロートは都市再生プロジェクトの一つ

と考えられ，羽田空港の再沖合展開でも工法の候補として挙げられている。
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浮体式構造物のコストを埋め立て工法と比較すると，施設面積規模が500ha，水深２０ｍまで

の静穏海域に設置する場合概ね同等であり，それ以上の水深であれば浮体式構造物が優位であ

ると試算されている。しかし，工事費だけでなく環境への負荷を考慮すると，より浅い水域に

おいても浮体式構造物が有利となり得る。

３．阪神・淡路大震災の教訓と移動式防災支援拠点の必要`性2）３）

平成７年１月１７日に発生した阪神・淡路大震災は，神戸市をはじめとする阪神地域に甚大

な被害を与え”死者は６千名にも達した。この震災で道路・鉄道・港湾・橋梁・ライフライン

などが壊滅的な打撃を受け，応急・復旧活動の大きな支障となった（表ｌ）。とくに震災後1

週間から数ヶ月は，食糧供給・医療活動・住宅再建・瓦礫運搬など震災地域内外からの物資の

輸送活動が重要であり，その機能を速やかに整えることが課題となった。

阪神淡路大震災において，応急・復旧活動や避難者支援活動を行う際に課題となったのは以

下の諸点であった。

①陸上交通の道路・鉄道が破壊ざれ麻痙状態に陥った。

②港湾施設の多くが破壊され海上からのアクセスも困難になった。

③ライフラインが破壊され電気・ガス・水道などの供給が止まった。

④応急・復旧物資の供給体制が十分機能しなかった。

⑤避難地・資材置き場・瓦礫置き場などのスペースが不足した。

大都市ではこの教訓を生かし，将来発生する大地震時の応急・復旧活動を有効に行うための

施設またはスペースを確保する必要性が強く認識されることとなった。この施設またはスペー

スを陸上に確保すると，①地震による破壊を受け機能低下が避けられない。②陸上交通やライ

フラインの切断により孤立し，本来の機能を発揮できないおそれがある。そこで，筆者等はこ

れらの施設またはスペースを海上に設け，そこから陸上の被災地に応急・復旧活動を行う方策

が有効と考えた注'）。

ところで，大地震や大型台風による被災都市・被災状況を予狽'|することは出来ない。さらに，

これらの災害が離れている複数の都市に，同時に大規模被害を与えることは希である。応急・

復旧のための施設やスペースはどの地域にとっても必要であるが，地域ごとに確保することは

表１ライフライン・交通インフラの被害4）
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道
路
湾

鉄
道
港

①電気（約１００万戸停電）②ガス（約８４万５千戸供給停止）

③水道（約１２７万戸断水）④下水道（被災管渠総延長約260km）

⑤電話（不通回線数約４７万８千回線）

①ＪＲ新幹線（130.7kｍ不通）②その他ＪＲ（８８１kｍ不通）

③私鉄等（１６６４kｍ不通）

①国道（西宮～岩屋、若宮～岩屋）②阪神高速道路（全線不通）

③その他高速道路（西宮～府県境、伊)||谷～須磨、西宮北～府県境）

①神戸港（１８６バース着岸不能）②尼崎西宮芦屋港（１０バース着岸不能）



災害の頻度からみて極めて効率が低く経済的にも成立しにくい。これらの施設が広い範囲の

大規模自然災害に対して利用できるためには，浮体式構造物とし移動可能な施設とすることで，

一定の投資で最大の効果を発揮することが出来ると考えた。本論文では，この施設を移動式防

災支援拠点（以下、拠点と略称）と呼ぶこととするが，その機能・規模・運用方法などについ

て研究結果を示す。

４移動式防災支援拠点の概要

移動式防災支援拠点は浮体式構造物からなり，通常は母都市に係留ざれ駐車場・船着場・レ

クレーション施設などとして利用される,．そして母都市から一定の範囲（200km程度）内で，大

地震や大型台風が原因で道路・鉄道・港湾・空港などの既存交通施設が被災し，その機能が果

たせなくなった際に被災都市に曳航し，応急・復旧活動の基地に活用することができる。

なお，本拠点を都市ごとに整備することは地震や台風の被災確率や被災範囲から非効率であ

り、移動可能な施設とすることによって一定の投資で最大の効果を発揮することができる。ま

た拠点を船舶としなかった理由は，①他に代替できる船舶が多いこと，②被災時に港湾が使用

不能になる可能性が高く，船舶が活用できないおそれがあること，③災害の発生頻度が低く，

船舶では設備・人件費等の維持管理が高額となり現実的ではないことが挙げられる。

（１）対象とする災害

本研究では，移動式防災支援拠点が対象とする災害を地震および台風としている。これは地

震や台風による災害がしばしば大規模・面的・複合的であり，既存の交通インフラによる応急・

復旧活動が困難となるケースが多いからである。移動式防災支援拠点は海上から避難地支援活

動を行うため，陸上交通の状況にもよるが，そのサービス提供範囲も沿岸部が中心となる。ま

た移動式防災支援拠点は，離島や半島地域など孤立しやすい地区への災害対策にも有効と考え

られる。

（２）対象とする被害フェーズ

大地震について被害フェーズを分析すると，以下の５段階に分けて考えることができる。

①発災直後（発災～１日目）②緊急段階（１日目～３日目）③応急段階（３日目～１ケ月）

④復旧段階（１ケ月～３ケ月）⑤復興段階（３ケ月以降）

移動式防災支援拠点は，被災地に曳航し利用可能な状態になるまで一定の時間を要すること

から，発災直後や緊急段階ではその機能を発揮することは困難である。通常，３日目から１ケ

月の応急段階，１ヶ月から３ヶ月の復旧段階においてその機能を発揮すると考えられる。発災

直後は速度の早い船舶利用が効果的であるが，時間が経過するに従い緊急物資の量や質が大量

かつ多種類となるため，本拠点の有効`性が高まると予想される。

（３）移動式防災支援拠点のコンセプト

ａ）平常時は大都市臨海部の駐車場および臨海公園として活用するが，緊急時には緊急物資

を積み込んで被災地へ曳航される。発災後３日目より緊急物資等の供給基地，海上からの物

資受け入れ拠点なって周辺避難生活者への支援を行う。

ｂ）投資コストおよび維持管理コストを抑えるために，導入する施設や設備は最小限のもの
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とし，拠点への物資の補給は海上から船舶を通じて行う。従って，規模が大きいストック設

備・淡水化設備・下水処理設備等は設けず，海上輸送による外部地域からの頻繁な補給を通

し機能を維持する。

ｃ）拠点は緊急物資・復旧資材等の供給基地として陸上の応急・復旧支援を行う。本拠点が

稼働する段階では避難者は避難生活をすでに開始しているから，拠点では避難者の受入は行

わない。このことによって居住空間や設備を設ける必要性が減り，設規模やコストを抑える

ことができる。

ｄ）拠点の形態としては，低コスト。浅い喫水・被災地における接岸能力を勘案しバージ形

式とした。また，平常時のランニングコスト低減を考慮し曳航式とする。

５．移動式防災支援拠点の施設内容と規模の検討

（１）移動式防災支援拠点の機能

ａ）緊急時のために具備すべき機能

拠点に必要な緊急時の機能として以下を挙げることができる。

①緊急物資の供給②食料品の供給③飲料水・生活用水の供給④燃料の供給

⑤便所・風呂等生活支援施設の提供⑥復旧資材の供給⑦救急医療サービスの提供

⑧供給物資の受け入れ・仕分け・配送⑨報通信手段の提供⑩復旧基地機能の確保

ｂ）平常時利用のための機能

移動式防災支援拠点は，地震や台風による被災時に直ちに移動させる必要があるため，母

都市にとって常時必要な機能を付与することは避けるべきである。緊急時に転用が困難な施

設．設備等を設けないことが原則であるが，拠点の利用は緊急時だけではなく平常時も有効

活用されることが望ましい。一般に，平常時に考えられる機能としては以下が考えられる。

①公園②イベント広場③駐車場④飲食施設⑤集会施設・展示施設

⑥休憩施設⑦海釣り施設⑧係留施設

なお平常時の利用を行う際には，利用者に対して緊急時にはただちに移動しなければなら

ない点を周知徹底させるだけではなく，レッカー施設の常備するなど緊急時に即応できるよ

うにしておく必要がある。

（２）モデルプランの作成

移動式防災支援拠点の具体的規模・コストなどを検討するために，拠点に導入すべき施設お

よび，拠点の活動の対象となる被災者数について２０００人・５０００人・10000人の３ケースを取り

上げ必要スペースを算定した注2）（表２．表３）。

次に，拠点活動の対象被災人数が’0000人のケースを取り上げ，モデルプランの検討を行っ

た（表４．図１．図２．図３．図４）。モデルプランとして長さ９０，幅６０ｍ高さ12ｍ・喫水１

ｍ・排水量５０００ｔ・２層に区切られた鋼殼構造を設定した。緊急時には母港から約３ノットの

速度で被災地に曳航され，海岸の形状や水深によらず接岸することができ，1基あたりの建設

費は２ｏ億円程度と概算された。
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表２施設構成

２対象人数と必要スペース

表４モデルプラン基本諸元
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緊

急

①緊急物資の備蓄（食料・飲料水・医薬品）②燃料（ガスボンベ）の備蓄

③簡易（仮設）トイレの備蓄④荷捌きスペース⑤発電設備

⑥接岸設備・可動式渡り桟橋⑦荷揚げクレーン・場内用天井クレーン

⑧会議室・食堂・浴場・緊急治療室⑨緊急用へリポート

平
常

①駐車場②イベント広場・釣り場③利便施設（休憩・食堂・トイレ）

④接岸設備・可動式渡り桟橋

対象人数 必要スペース

2000人 3685,2／日

5000人 92ＬＯｍ２／日

１００００人 1843.4,2／日

工百̄
、 目 諾 ﾌ厄

施設形式 曳航式バージ形式（鋼殼構造）２層および甲板

寸法 90ｍ×６０ｍ×１２ｍ

排水量 約５，０００ｔ

面積 延床面積：15,195ｍ

1階：4,860ｍ
２

２

甲板部十２階建屋：５

２階：4,860ｍ
２

475ｍ
２

喫水 約１ｍ

概略建設費 ２０億円（本体建造費、クレーン、内装、配管等）

曳航速度 約３ノット（５６km/h）
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図１移動式防災支援拠点（平面図）

図２移動式防災支援拠点（立面図）

図３．平時利用のイメージ
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図４．緊急時利用のイメージ

図５．移動の方法

移動式防災支援拠点の整備と運営

）基本的考え方

６．

（１）基本的考え方

拠点の整備・維持管理は以下のような考え方が基本となろう。

①緊急時における被災地の支援は行政が行うべき活動であるから，拠点（

は国や地方公共団体の責任が担うことになる。

②日本全国をカバーする場合，複数の拠点を全国に設置する必要がある。

拠点の建設・維持管理

②日本全国をカバーする場合，複数の拠点を全国に設置する必要がある。ただし移動可能

なのでｌ施設で半径100～200kｍ圏域をカバーでき，ニーズの高いすべての都市に整備す

る必要はない。

③平時の利用により維持管理費の一部を回収することを十分検討すべきである。

④大規模な被災の頻度は都市ごとには極めて低いから，移動式防災支援拠点を都市ごとに

整備するのではなく，共同で整備し利用することが望ましい。

⑤拠点の目的は緊急時の応急・復旧活動であるが，拠点の役害'|は限定的であり他の施策を

支援する機能と考えるべきである。

（２）地域防災計画等との連携

本拠点は既存の防災施設を支援・補完することを想定しており，各地方公共団体が持ってい

る地域防災計両の物資輸送・供給計画の中に位置づけ，他の備蓄拠点・給水拠点・物資受け入
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れ拠点との連携を図ることが必要である。特に，本拠点は複数の自治体よ共同で活用できる施

設であるため，自治体間で運用方針をあらかじめ定めておく必要がある。また，受け入れ側に

おいては，港湾や岸壁の指定・アクセス道路の耐震性向上などの措置も必要となる。

ちなみに平成１４年８月には，大規模な地震発生の恐れが高い南関東地域で，国や地方公共

団体が協力して応急・復旧活動が行えるよう「基幹的広域防災拠点」を整備する構想が決定さ

れている。

７．移動式防災支援拠点の整備事例

移動式防災支援拠点は、平成１１年度の緊急経済対策事業の一環として，当時の運輸省に同年

度の補正予算で事業が認められ，東京湾・伊勢湾・大阪湾の３カ所に「浮体式防災基地」とし

て整備・導入された。３カ所に導入された浮体式防災基地の施設概要・災害時および平常時の活

用方法等の事例を以下に示し，今後の同種施設の整備．導入に向けた課題を整理する5）６）７） ○

（１）浮体式防災基地の概要

東京湾・伊勢湾・大阪湾に導入された浮体式防災基地の諸元を表５に示す。とくに伊勢湾

の浮体式防災基地は分害I可能な２函からなっており，支援内容・場所の状況に応じ７パターン

の浮体接合形態を選択することが可能である。

表５．浮体式防災基地の諸元

（２）平常時の活用と管理

平常時は名古屋港では小型船舶用の浮き桟橋に，大阪湾ではユニバーサル．スタジオ．ジャ

パン（ＵＦＪ）への水上バスの発着場として利用ざれ収益を上げている。一方、横浜港に係留

されているものは平常時利用を行っていないが，係留や維持管理で費用が発生しないように考

慮されている。

平常時の管理については，港湾管理者である市または港湾組合へ管理委託が行われており，

災害時には被災自治体等から要請を受けた後，管理委託契約を解除して出動するようになって

いる。
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東京湾 伊勢湾 大阪湾

浮体構造 鋼構造 ＲＣハイブリッド ＰＣハイブリッド

長さ×幅×高さ（､） ８０×２５×４

40×40×3.8（Ａ函）

40×20×3.8（Ｂ函）

８０×４０×４

乾
絃

通常時

災害時

０．７ｍ

１．８６ｍ

１．０～１．５ｍ

ＬＯｍ

１．５ｍ

係留場所
横浜港みなとみらい２１地区

内貿耐震バース横

名古屋港金城船だまり（Ａ函）

名古屋港ガーデン埠頭（Ｂ函）

大阪港此花区
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（３）浮体式防災基地の現況

ａ）東京湾浮体式防災基地

平成１３年９月に川崎市で行われた七都県市合同防災訓練では，横浜港より曳航されへリ

コプターによる搬送訓練等が行われた。

ｂ）伊勢湾浮体式防災基地

支援対象範囲を伊勢湾内とし４８時間以内に湾内の被災地に移動できる計画となってい

る。平成１２年９月の台風第１４号による大雨災害においては，海上保安庁が行う救難活動の

ための臨時へリポート拠点として使用された。また，平成１４年９月に防災訓練として蒲郡

まで曳航されている。なお２つに分割できるので，平常時においてはＢ函を小型船舶用の桟

橋として利用している。

ｃ）大阪湾浮体式防災基地

平常時はテーマパークヘの水上アクセスの船着場として使われているが,２０００年１０月には

ヘリコプターの発着等防災訓練を行っている。

８．移動式防災支援拠点の評価と課題

本論文では海上からの防災支援のあり方を検討し，広範囲の移動を前提とした移動式防災支

援拠点の構想を立案した。本論文で提案された移動式防災支援拠点の評価は，今後の地震や台

風の応急・復旧活動に対する有効性をみて慎重に半|]断されるべきであるが，少なくとも以下の

ような点を指摘することができる。

①拠点の支援機能を限定することによって施設構成をシンプルにし，比較的コンパクトな

施設とすることでコスト低減を図ることができた。

②実現した３拠点は国が整備・維持しているが，今後，複数の自治体による整備・運営方

式も考えられる。

③平成１２年の台風１４号により中部地方は大きな被害を被ったが，名古屋港に係留された

浮体式防災基地が応急・復旧活動に活用され，ヘリポート・資材供給などの機能を＋分果

たせることが実証された。

④大阪湾に係留されている浮体式防災基地は，ユニバーサル・スタジオ・ジャパンに隣接

して係留されており，船による旅客をさばくターミナルとして利用されている。これは平

常時の活用により収益をあげることが可能であることを示している。

一方，今後は以下のような課題を解決していくことが求められている。

①曳航時の外洋航行に対する技術的な検討を深める必要がある。さらに，移動のための準

備に相当の時間が必要なことが訓練実績から明らかになり、係留システムについて技術的

な研究を深める必要がある。

②拠点の法制度上の位置づけ，平時利用か緊急時利用への円滑な移行を可能とする運用方

法についても一層の研究が必要である。前述の３事例においては国の所有物であるが，通

常各港湾管理者に港湾施設として管理委託しているため，防災利用する度に管理委託契約

を解除しなければならず手続が煩雑となっている。
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③復旧物資の備蓄・供給・情報・医療などの機能についても訓練を通じて充実していく必

要がある。

④移動式防災支援拠点の数.配置・規模などについても研究を深める必要がある。

⑤移動式防災支援拠点を地方公共団体や国が共同で整備し，運用する方法も具体化する必

要がある。

注１）このアイディアを検討するために、以下のメンバーからなる移動式防災拠点構想研究会を設

置し，本論文はこの研究会の検討成果をまとめたものである。

東京商船大学高橋洋二，日本開発銀行設備投資研究所中山行輝・佐藤正憲，

パシフィックコンサルタンツ（株）重永智之・嶋野崇文，

新日本製鐵（株）聖生守雄・柳本速雄，大成建設（株）吉岡伸晃・俣野実・浜島博文

注２）公共トラックターミナル・駐車場などの事例を参考にパシフイックコンサルタンツ（株）

が試算した。
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討論－２

●司会（勝井）土木学会所属で、日本海洋工学会運営委員の勝丼です。午後の部の討論

の司会を務めさせて頂きます。本日は迫りくる巨大地震をテーマにしまして、午前中は地

震発生のメカニズムをサイエンスの立場からご説明いただきまして、それを受けまして午

後は、そういったものに対してどういうふうに対処しようかという防災の観点から、ある

いはデータの実証・検証ということでのモニタリングの立場から、実務的なところでのお

話をいただきました。この三題につきましてご質問やコメントをいただければありがたい

と思います。４０分間ございますので活発なご意見をよろしくお願いいたします。ご質問

の前にはご所属とお名前をお願いします。

●国富日本鋼管出身の国富でございます。先ほど午前の項目でもご質問したのですが、

今度は菅野さん、高橋さんにお聞きします。地震のことはよくわかりましたし、皆さんの

ご説明でいろいろな対策もよくわかりました。しかし、地震のあとの津波に関しましては

どのようなお考えをお持ちなのか。津波対策はどのようにしたら一番いいのか、これがお

聞きしたい－点です。

２番目の質問は、どうも地震を見ていると瓦礫の排除や人命救助、医師の派遣や出動、

特に瓦礫の排除ではブルドーザーやクレーン等の問題はどのような準備というか体制が必

要なのか、あるいはあらかじめどのようなことをしておけばいいのか。この二点について

お聞きしたいと思います。

●司会（勝丼）それでは菅野さんからお願いします。

●菅野一点目の津波対策ですが、例えば南海地震については高知県で実際にやられてい

るのですが、津波に対する防災ステーションを作ろうとしています。津波防波堤はありま

せんが、護岸、陸間、あるいは水門というものがあります。通常は人や車が通れるように

なっているものを、地震直後にいかにうまく閉めるかということをしています。自動で閉

められるとか、地域の住民の方が避難して、担当を決めてすぐに閉める。あるいはできる

だけ通常は閉めておく。昔は鉄で立派な門を作っていたのですが今はアルミで作っていて、

お年寄りの方でも楽に閉められるといった面での対応をしています。高知県のお話をしま

したが、例えば清水市あたりでもかなり進んでいて、できるだけ常に閉めておきます。先

日の東北の地震でも、どうしても地震直後に海岸を見に行くという人がたくさんいました。

まずは差し迫っているので、教育ということから住民の方はまず逃げるということ。逃げ

る前には閉めるという二つのことをお願いしています。なかなかハード面での対応が難し
いと思います。

二点目については、岡田さんの方からがいいのではないかと思います。確か川崎ラボラ
トリーの災害救助用ロボットがあります。

●司会（勝丼）それでは岡田さんお願いします。
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●岡田今おっしゃったような技術面では川崎ラボラトリーというものが昨年できまし

て、「大都市大震災軽減化特別プロジェクト」の一環として、災害の時に人間が近づけな

いところで救援するためにロボット技術を使うという先端的な研究が始まっています。た

だ、たぶんご質問なさっているのはそうではなくて、瓦礫の撤去などをするためのいろい

ろな建設器材の調達をどうするのかということだと思います。おそらく建設会社と地方公

共団体が日頃から提携しておいて、何かの時には応援を頼むという協定をすることが必要

だと思います。食べ物などについてはスーパーマーケットなどと地方自治体が手を組んで

いて、何かの時には供給するという約束事がすでに進んでいて、それと同様のことを建設

資材の会社などと組んでおくということです。私はよく知らないのですが、たぶんそうい

うことが必要で進んでいるだろうと思っています。

●高橋阪神淡路大震災では、民間の建設会社等が非常に協力しました。津波のことです

が、これは数日経って到着するので津波は終わっていると思います。ただ係留していると

ころは津波を受ければそこはだめになるので、津波の被害が来ないようなところに置かな

いと、津波が来たところではやられてしまう可能性があります。それは十分考えないとい

けないですが、被災地は津波が終わったあとですのでそういう問題は少ないだろうと考え

ています。

それから瓦礫やブルドーザーは､こういうものを経由して運ぶことができると思います。

船から防災基地に陸揚げしてそこから陸地にアクセスするということを考えており、瓦礫

についてもそこから搬出することは可能だろうと思います。

●司会（勝井）国富さん、よろしいでしょうか。

●国富瓦礫などの除去に何かいい工法を考えていらっしゃるということはないのでしょ

うか。やはり自衛隊を出動させるとかそういうことしかないのでしょうか。

●高橋その場合もやはり重機でやるしかないと思います。

●国富わかりました。ありがとうございました。

都市を対象とした津波防災的

それではほかにご質問はござ

●司会（勝丼）今は津波に関しての防災の問題でしたが、

な質問は先ほどの菅野さんのお答えでよろしいでしょうか。

いませんか。

●山崎（産業技術総合研究所）産業技術総合研究所の山崎と申します。今の津波が来た

ときの検出と、どう対応するのかということに関連するのですが、岡田さんにお伺いしま

す。モニタリングシステムについて以前新聞で少し読んだことがあるのですが、特に南海

や東南海の場合には陸地から結構離れたところで地震が起きる。うまく初期に発生を検出

できれば実際に地震波が到着するまで、また津波が到着するまでの問にかなりのことがで
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きる時間が生まれるのではないかと思います。このモニタリングシステムを構築されてい

るものにそういうような機能が現在付加されているのかどうかということ。それから実際

にそれを生かして、もし可能であればどれぐらいの時間が稼げてどんなことができるとい

うイメージを描いていらっしゃったら教えていただきたいのですが。

●岡田いわゆるリアルタイム地震防災の話だと思います。地震が起きる前に予測すると

いうのは大変難しいのですが、起きたことをいち早く察知して地震波が届く前に情報を伝

えるという、地震波のスピードと電磁波の伝わるスピードの時間差を利用するということ

ですね。これは海の地震に対しては大変有効で、特に海底ケーブルの地震計などで先端の

方で強震動を捉えたら直ちにそれを教えてもらえれば、人が逃げるのにはどうかわかりま

せんが、危険な工場のバルブを閉めるとかそういったいろいろな応用が考えられます。

このような立派な観測網ができてそのデータをそういう目的にも使うということで、実

は昨年度の補正予算からリアルタイムの関係のプロジェクトがスタートしました。私ども

と気象庁もナウキャストという名前で似たようなシステムを考えているのですが、これと

私どもと融合して、５年計画で情報を出す側の研究を私どもがして、そのあと各企業がそ

の情報を受け取り、それをどう利用するかという応用のプロトタイプのシステムをいろい

ろ作るというプロジェクトが今スタートしています。実際に情報を出す段になると命に関

わる情報ですから、各研究者が勝手にいろいろなことをいうわけにはいかないので、情報

はすべて一元化して気象庁から出すとことになっています。全国一斉に採用されるかどう

かはわかりませんが､東海地方についてはこの秋から試験的運用が始まると聞いています。

もう一つ津波に関係していうと、海底地震計のところに水圧計も付いていて、沖合での

津波の検知というのはどこの海底ケーブルでもそういう機能は付加されています。

●山崎実際にどれぐらいの時間が稼げるものなのでしょうか。例えば昼間に起きたとす

れば新幹線が走っています。検出して、大きなものが起きたのだということが伝わってき

て、新幹線が停まるぐらいの時間的余裕があるのかどうか、そのあたりをお聞きしたいの

ですが。

●菅野私は専門ではないのですが、ＪＲさんはユレダスというシステムで検知して停め

ようとしています。時速300kｍで走っていると４，５分ぐらいはかかって止まるので、そ

れぐらいは稼げるのではないかと思います。沿岸部に近いところは厳しいかもしれません

が、沿岸部から中に入っているところは稼げると思います。

津波については、深いところの津波だとだいたい時速７００～800kｍのスピードで到達

しますのであまり安心しないでください。ジェット機並みの速度です。浅くなってくると

遅くなります。今、記憶していることは、高知市の湾の中で地震が起きて１０分、２０分の

オーダーで到達します。奥に入ってくると２０分ぐらいで到達します。そのへんについて

は中央防災会議のシミュレーションが出ていて、何分ぐらいで津波が到達してどのあたり

まで水が上がるかということが出ているので、まずはそれを住民の方に知らせて、そして

まずは逃げるということが先ではないでしょうか。１０分、２０分のオーダーです。
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●山崎ありがとうございました。

●司会（勝丼）どうもありがとうございました。ほかにございますか。

●岡田今の時間の問題ですが、海底で検知するのは特殊な例で、陸上しか地震計がない

としても、今おっしゃったユレダス等の場合、東北新幹線は海岸部にセンサーを持ってい

て海岸部で大きな揺れを感じると直ちに司令塔が指令を送るのですが、100kｍの距離だと

１０数秒とか２０秒ぐらいの時間です。５月２６日に宮城県沖の深い所で発生した地震のとき

は、陸上でいちばん最初に地震を関知した時刻から主要動が仙台に届くまで２２秒という

時間差でした。ただこういうシステムは、当然遠い場所ほど時間差が稼げるので意味があ

るのですが、そこでは揺れが小さくなってしまっています。肝心の近いところほど非常に

きわどい問題になってきて、一昨日の直下型地震のような場合は、真上のところはこうい

うシステムでは絶対に救えません。いちばん必要なところほど逆に役に立たず、ある程度

距離をもったところで役立つという相反する部分もあるのですが、それでも役に立つケー

スはあります。

避難とかいうことではなくて、例えばＩＣの基盤を作っているようなところでは少しの

揺れがあってもロットに被害が生じることがあるので、多少弱い揺れであっても事前に、

今からある程度の揺れがくるという情報を与えられると役に立つという分野もあるらしい

のです。すべてを救うことはできませんが－部でも役に立てばということで仕事をしてい

るようです。

●司会（勝丼）どうもありがとうございました。今の津波防災などに関連してまだほか

に何かご質問はございますか。奈須先生どうぞ。

●奈須今朝ほどコメントしました奈須でございます。津波はスピードがｒｇｈですから、

メーターでいうと、例えば4,000ｍとおっしゃったように200m/sec、だいたい１０分から２０

分です。かつて私は２０年ほど前によく東北地方を調査しておりまして、釜石で地震が起

こったときにＮＨＫが津波がくるからといったときはもう遅いのですね。ですから夜にみ

んな山のほうへどんどん逃げていました。私どもは岬の先端の方にいたので見えませんで

した。そして実際には津波はこなかったのですが、きても５０ｃｍぐらいで、かなり盛り上

がりました。岬先のほうはあまり上がりませんが、湾に入ってきてから上がります。ごく

浅いところできた場合は、例えば日本海の中部地震のように非常にあぶないです。これは

渦を巻きますからみんな壊してしまうのです。

●司会（勝丼）どうもありがとうございました。続いて原田先生どうぞ。津波でなくて

も結構でございます。

●原田以前日本大学におりました原田と申します。菅野先生にお伺いたいのですが、関

西国際空港はいかがでしょう。東京湾の羽田空港は液状化が問題だというような話を伺っ

ていましたが。
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●菅野行政的にはなかなか言いづらいところがあるのです。関西国際空港で使っている

埋立材は非常に液状化しにくい礫に近いものが入っているので、液状化に関しては大丈夫

です。ただし、ご承知のように沈下をしております。現在llm50cmほど沈下しています。

開港から５０年後で１８ｍ50ｃｍぐらい。軌道修正しながら観測値を基に予測しています。そ

ういうことで液状化よりは沈下の方が心配です。ただし飛行機が離発着できればいいとい

うことで、乾いていれば水面下であっても離発着できるので、今は外周に止水壁を作って

冠水しないように考えています。沈下を止めることはできないだろうと思います。ご承知

のように地盤改良ができる範囲のところはもうしていますが、その下の５０ｍから４００～

500ｍ下までの洪積層が圧縮されて沈下しているので、制御できないので、機能を維持す

ることに留めています。http://www・kaldcojplの“２期島の沈下予測”に詳しく掲載されて
います。

●原田ありがとうございました。埋立ては岩石でもって埋め立てられていますから、地

震というのは圧密の沈下を促進するという結果になるのでしょうか。あまり影響はないよ

うな気がします。

●菅野埋立てしている層は即時沈下で、その下の沖積層はすべてサンドコンパクション

で地盤改良したので殆ど沈下していません。その下は、われわれの意識的としては洪積層

ですから硬いと思っていた部分はかなり縮んでいるということで制御不可能です。

●原田それは必ずしも地震に影響があるとは思えないのですが。

●菅野あまり影響ないと思います。

●原田経過時間と共にだんだん下がっていくような感じということでしょうか。ありが

とうございます。

次に高橋先生にお伺いします。ちょっと私は見落としたのですが、ＲＣとＰＣのハイブ

リッドの場合の喫水はやはり１ｍぐらいなのでしょうか。ＲＣにしてもＰＣにしてもどう

しても部材は厚くなりますから、喫水はそんなに浅くはできないのではないかと思います

がいかがでしょうか。

●高橋東京湾の場合施工計画では７０ｃｍ、伊勢湾が１～1.5ｍ、大阪湾が１ｍとなってい

ます。

●原田そうしますと本体構造は全部スチールでなさるというご計画でしょうか。どのへ

んがハイブリットになるのでしょうか。躯体でしょうか。

●高橋私より菅野さんからお願いします。
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●菅野全体をハイブリッドとしている場合や、スチールで防食をきちんとやるものもあ
ります。

●原田ＰＣもＲＣも本体構造物でそのぐらいのものですか。

●菅野ただしハイブリッドのコンクリート部分は外側だけで中は鉄です。そういう意味

ではあまり喫水は変わらないのです。

●原田それでは今度はスチールの件でお伺いしますが、ドックインはどのぐらいに考え

ておられますか。スチールだとどうしても錆びてしまいます。するとドックインして錆を

取ったり塗ったりというのは公共事業として行われるのでしょうか。

●高橋個別の案件については承知していないのですが、当然防食をやっています。それ

から電気防食もやっているのでメンテナンスはあまりしないようです。そういう意味で、

ハイブリッドの方が土木の方からいうとなじみがあります。

●池上（長崎総合科学大学）長崎総合科学大学の池上といいます。今の防食の件ですが、

メガフロートではメンテナンスフリーということで１００年とかのもちにしていますが、基

本的にはとにかくまず塗装をしてそれに電気防食をします。いちばん危ないのは水面の付

近です。そのへんはチタンを巻いたりといったことでやれば、計算上ですが錆による防食

対策という面では十分大丈夫で、ドックインとか何とかの必要はないということです。ス

チールでもそういったことでやっています。

●司会（勝井）どうもコメントをありがとうございました。

司会から高橋先生と菅野先生にお聞きしたいのですが、浮体防災基地という発想は賛成

といいますか、そうあればいいなと思っています。今日、高橋先生からいろいろとご提案

があった防災基地は、平常時での活用度を高めるために機能が大変たくさんありますし、

また防災の時の機能もたくさんあって、これが菅野さんからいわれた厚生労働省と国士交

通省だけの範嶢に入らないぐらいのたくさんの所轄になってくるのではないでしょうか。

そのへんは先ほども法的な位置づけというところでの問題点として提言がありましたが、

すでに実際に３基ほど作られているものがいざというときにはどうなるというシナリオ

は、法的なもの、行政的なものを含めてどうなるというところは、どなたにお聞きすれば

よろしいでしょうか。菅野さんがよろしいでしょうか。すぐに使えるようになっているの

かというところでお願いします。

●高橋実際には、おっしゃるとおりいろいろなところに関与します。地方公共団体が地

域防災計画を作ることになっていますけれども、そこできちんと位置づけておかないと、

動かなくなってしまう可能性があります。非常に重要なことですが、まだ何も整理されて

いません。先ほど課題の中に挙げたのはそういうことからです。

機能についてはどの機能を入れるかは被災地のニーズによります。普段は平常時利用し
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ていますから、緊急時に被災地に必要なものを積み込んで持って行く、あるいは船で後か

ら輸送するということになると思います。ケース・バイ・ケースになるのではないかと思

います。

●菅野最初のご質問の法規的な問題ですが、例えば今の段階でも上に建築構造物が乗る

場合は建築基準法の縛りがかかります。ユニバーサルスタジオの場合は物置になりますの

で縛りがかかっていない状態です。浮体防災基地は、港湾構造物として位置付けられたお

り、平常時に係留されている港の港湾管理者が維持管理を実施し、万一の地震時には曳航

先の受け入れ自治体に管理が移管されるシステムになっています。

●司会（勝丼）ありがとうございました。他にご質問はございますでしょうか。防災対

策に対する今までと違ったソフト的な内容の防災というのは、これからすごく要求されて

いくと思いますが、そういったものがお伺いできました。まだ時間が１０分ほどございま

すのでこの際ですからどうぞ。

●奈須メガフロートは、場合によってはポールと網が出るようにしていただきたいので

す。私が乗った時はやはり海ですから２０ｍぐらい風があって、飛ばされそうになって慌

てました。いざというときは、飛行機が発着しないときは立てていただきたいと思います。

もう一つは、富山県から海岸浸食の対策のことで相談があったのですが、砂は石英や長

石で角張っているのです。ですから普段は水が入って活動しています。

調査のためにロケットボーリングを行いました。これはバーンとねじりながらかつ上下

振動させて砂の中にめり込みはしたのです。ダイナマイトだと、ボーリングでも上から電

気を入れてバーンとやりますが、ロケットボーリングそのは１万倍ぐらいの時間がかかっ

ているのです。その間にガガガと上と1.5ｍの全点一杯の砂を取っています。要するにあ

れは液化現象を起こして鉛直方向に貫入させたのです。何といいますか、将来いろいろ砂

というのは球状ではなくて角張った直方体で水を普段吸っている。地質を見ますと、地震

が起こったときに下から砂の層が出ていって、地震が終わるとガチッと止まってしまうの

です。昔は上から落ちたとみんな思っていたのですが下から上がってくるのです。これは

日本の場合非常に多いのです。その点をぜひご考慮いただきたいと思います。

●司会（勝丼）どうもありがとうございます。液状噴砂の現象を含めてのコメントと考

えてよろしゅうございますか。ありがとうございました。私どもはこういう噴砂現象とい

うものは土木工学の中では頻繁に出くわすので、そういうことはいろいろと心にしながら

やっています。最近は砂による構造物の周りの洗掘という問題も噴砂現象に関するような

液状化を頭に入れています。阪神大震災の時も防波堤下の基盤が液状化していわゆる、ゆ

りこみ沈下していったという話もあります。

それでは他に違うご質問やご意見がございましたらお願いします。木下先生どうぞ。

●木下（海洋科学技術センター）菅野先生のお話で、防振について岸壁とコンテナクレ

ーンの免震の話が別々にありましたが、大変興味深く伺いました。メガフロートといいま
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すかフロートの上にクレーンを付けると、メガフロート自身がダンパーの機能を持ってい

るので､ダンパーを付けるとしてもそのダンパーの機能がさらに強化されると思われます。
そういうことをご検討なさったことはおありでしょうか。

●菅野ご承知のようにメガフロートは固有周期が数十秒以上の横揺れです。通常のクレ

ーンで問題ないでしょうし、共振しなければ問題ありません.

●木下それを組み合わせると免震がいらないくらい上手くいかないかと思っているので

すが。

●菅野免震はいらいないと思います。もともと免震の上に載っているということですか

ら。

●司会（勝丼）先ほどの防災基地の件で三大湾の中に一つずつ入っていて、対応する距

離が100kｍぐらいというふうに高橋先生のお話にありました。しかし東京湾の中で100kｍ

に１基ではとても足りないだろうし、それは移動可能距離というところの話だと思います

が、だいたい一つの湾にどれぐらいいるのかという個数的なものは数字として上がってき

て、それに対する必要な費用はどのぐらいかというのは見積りとして出ているのでしょう

か。

●高橋見積はしていません。移動式防災基地は被災段階の３段階か４段階に対応すると

いっていますが、これですべての都市の機能に対応することは不可能だと思います。たく

さん作れば別です。おそらく100kｍぐらいの範囲で、東京、大阪、名古屋の他に北と南

と日本海側にいくつかあって、１０カ所以内ぐらいかと初めは議論をしました。しかし本

当に何カ所必要かというと、きちんとした量はまだ検討しておりません。

●司会（勝丼）仮にたくさんいるとしても、公共用のバースにそれを留めるような面積

的な制約も大きくあるだろうと思います｡そのへんは何かシナリオというものがある程度、

ここまでは我慢するというような合理的なストーリーづけが必要になってくるのでしょう

ね。

●高橋そのとおりだと思います。現在の３カ所の基地は大阪以外については平常時あま

り使っていません。施設は港湾管理者が作りましたが、普段は市または港湾組合に委託す

るという形になっているからいいのですが、これからたくさん作るとなると、これを全部

国が作るのかという話になります。国も相当頑張ってもらわなければいけないのですが、

国がもつというよりはこれは公共団体が共同して持ったほうがいい。しかし、各公共団体

が一つずつ持つ必要はなく、公共団体が共同して持つという提案をしたのですが、実はこ

れは今の地方自治法の中でなかなか難しいのです。複数の地方公共団体が共通の施設にお

金を出してそれをどこかが維持・管理するということはなかなかできない。現実には今の

３カ所は国が作ってしまいました。これからはそういうことをきちんと議論しなければい
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けないと思います。

●司会（勝丼）今、環境問題とか何とかというとき、一つの湾の中で自治体が連携を取

ってやろうという時代なので､地震防災ということについては世界に冠たる日本ですので、

それこそ公共団体が今の先生のご提案のように手を携えて施設をもっていけるように、法

的な枠組みを含めてどんどん作っていくように、世界に範を垂れるようなことをやっても

いいのではないかなと今のお話を聞いて思いました。

●木下今の件の続きですが、私も防災用フロートの勉強会のようなことを何年か前にや

り、中村ヒデオ先生が委員長の検討会のような勉強をさせていただきました。私は造船屋

ですから「それをやろう」といいほうを一生懸命に考えたのですが、中村先生は「常に考

えを深めなさい」という意味でおっしゃっていたことは､今の東京湾にしる大阪湾にしろ、

工場の跡地というかむしろ遊休地があって、それをどう使うか困っているぐらいの状況な

のだから、その中で土地がないという前提で物事を議論していたのではだめだ、遊休地を

使うよりも移動性なり稼動性なりにメリットがあることをもっとわからせるようにする工

夫をつけないとだめだとして、レポートの書き換えを何度も要求されて勉強した覚えがあ

ります。これはコメントでございますのでどうこうということではありませんが、そうい

う経験があります。

●司会（勝丼）どうもありがとうございます。高橋先生何かそこについていかがでしょ

う。

●高橋このペーパーの中でも書いたように、防災基地が緊急時のすべての機能を担うと

いうことは到底考えられないのです。ただ、実際には阪神淡路大震災の時に陸のそういう

スペースが使えなかった事例があります。阪神淡路大震災のような陸海空全部が使えなく

なる状況はこれから起きるかどうかわかりませんが、そういう場合にはきっと機能するだ

ろうと思います。実際に東京都では臨海部にそういう基地を作ろうとしています。ですか

ら、いろいろな形のものを作っていく必要があるのではないかと思います。一つのことだ

けですべてが解決できると考えると、災害は予想できないような形できっと起きますので

そこは多様な考え方が必要ではないかと思います。

●木下それに関連して考えたことは河川です。東京にしる大阪にしろ、そういうふうな

場合は河川で物を動かすといいますか防災について河川の利用ということを考えたとき、

東京や大阪の河川は江戸時代などはそういうに非常に役に立って機能していたのですが、

今は河川の機能がものすごく低下しています。そこらへんのところも同じように声を大に

して整備しながら今のような話を進めていくことが、一方で非常に大事なことなのではな
いかと思います。

●司会（勝丼）どうもありがとうございました。
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●高橋実は河川使用の話も最近はいろいろ出ています。実際には江戸時代はそれしかな

かったですから、むしろ河111使用を前提に町ができていました。現在は河川使用が残って

いるところはほとんどありません。ご承知のように河川は急流なうえ、ましてダム等を作

ってしまい、そもそも水がないというところもあるわけです。荒川や江戸川でそういうこ

とを考えていますが、隅田川などでは、道路の下をくぐるのが困難な箇所もあります。ま

た河川の沿岸では荷役の機能がほとんど失われています。河川舟運を復活するには、相当

抜本的な投資をしなければいけないし、あまり大きな期待はかけられないと思います。

そういいながら隅田川などではかなり大量の物を運んでいます。特に石油関係のものは

相当運んでいて、実質的にまだ機能しています。しかしそれを抜本的にやるためには市街

地も一緒にやらなければいけません｡要するに川だけをただ遡らせるだけではいけなくて、

そこから市街地の方にアクセスするためのいろいろな施設も合わせて考えなければいけな

いということです。そういう議論は実際にしています。

●司会（勝丼）ありがとうございます。防災の議論というのは本来この時間内に終わる

ものではありません。だんだん深まってきたところですが、司会の不手際で時間になって

しまいました。まだまだ続けたいのですが、このあとまだ懇親会がございますのでそこで

議論を深めていただければと思います。

本日は長時間にわたって議論いただきましてありがとうございました。三人の先生方に

拍手でもってお礼を申しあげたいと思います。どうもありがとうございました。

－７８－



閉会挨拶

日本海洋工学会

副会長山崎哲生

資源素材学会から日本海洋工学会に参加し副会長を務めています山崎でござ

います。

今日はタイムリーな話題で､地震の話とその被害をどう軽減するかについて、

朝から聞かせて頂きました。我々海洋工学をやるものにとっては結構ショッキ

ングなお話だったと思います。発生確率を５０年というスパンで見ると８０～９０

％と言われ､東海沖地震では間違いなくもうすぐ起きるという話を聞きました。

普通、工学分野でものを作る時は５０年くらいのスパンで考えますから、今作

っているものや、今あるものが被害に遭うということが現実の問題として目の

前に突きつけられたような気がします。

ただ、そこに工学の出番があるのではないかという印象も受けました。完全

に予知することは難しいでしょうし、完全に防止することも難しいでしょう。

しかし、できるだけ被害を軽減するということは、工学をやっているものとし

てはこれから取り組んで行かなければいけないことだと思います。今日は大き

な宿題をいただいたような気がした－日でした。皆様方にも朝からお付き合い

いただき、本当にありがとうございました。

今日は逆にタイムリーすぎて参加者が予想より減ってしまったかという気も

しますが、８５名の参加者をお迎えできました。二日ほど前に起きた地震の影

響で、本来はここにいらっしゃるはずの方が何人か抜けているようにも思えま

すが、この後、懇親会を予定しております。そこでもう少し議論を深めたり、

今日の先生方の講演から頭に浮かんだアイディアをディスカッションして整理

できたらと思いますので、懇親会へもご参加頂きたいと思います。

まだ次回のテーマは決まっておりませんが、半年後の１月頃に第２９回の海

洋工学パネルを開催予定です。ご案内がお手元に届きましたら、また次回も是

非ご参加頂きたいと思います。本日はどうもありがとうございました。
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